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雇用・失業統計の生成
ー基本的概念と方法を中心に一~
?
井
?
まえがき
先進資本主義諸国と発展途上国において，その雇用・失業構造と発現諸形態
を異にするが，「低成長」＝長期不況下における雇用・失業問題は，国際的規模
でますます深刻化しつつある。
!LOの第13回国際労働統計家会議 (ICLS,1982年）で，従来の労働力方式の
雇用・失業統計の諸概念の定義と調査方法，そのフレーム・ワークが再検討さ
れ，雇用・失業統計の新国際基準が採択され，その実施が各国に勧告された。
現代の雇用・失業構造の多様な諸形態を測定する尺度として，雇用・失業統計
の現実反映性，その有効性が鋭く問われている。それは，各国の雇用・失業状
況の客観的把握，その雇用政策と政策遂行のための行政手段としての有効性の
問題であり，その経済理論的基礎（雇用理論）と雇用政策そのものが批判の対象
になっている。それは，また現代資本主義における相対的過剰人口の理論と諸
形態，特に多様な形態で発現しつつある 「不完全就業」（不安定就業）との関係
において，雇用・失業統計の「真実性」（現実反映性）を理論的・実証的に解明
する問題である以
1)現行の「労働力統計」（アメリカの場合は， CurrentPopulation Survey, 略称 CPS)'
の形成の歴史的条件として， 1929年~30年の世界恐慌とケインズの雇用理論の成立を
結びつけ，雇用政策遂行の手段としての労働力統計の現実反映性の狭さ， とくにその
統計的失業概念（失業の 3条件）とケインズの「非自発的失業」概念との関係が吟味
され，ケインズの雇用理論が労働力需要の側面のみ重視し，労働力供給の側面を軽視
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本稿は，これらの現代的諸問題・諸課題を背景におきつつ，雇用、・失業統計
の生成と発展（アメリカを中心とする，その国際的展開）過程を研究する課題の第一
の構成部分をなしている。第 1章では，労働カ・雇用・失業統計の生成と発展
過程を，その概念と方法を中心に概観し，第2章では，労働力統計生成の前期，
すなわち1930年の世界大恐慌(TheGreat Depression)以前の時期における ILO
を中心とする雇用・失業統計の国際的動向とアメリカの雇用・失業統計の生成
の基本的特徴を考察する。それは，労働力統計生成前期に支配的であった有業
者方式の雇用・失業統計，失業保険統計（雇用事務所統計）や労働組合統計などの
雇用・失業統計の基本的特徴，その意義と限界を歴史的資料に則して明らかに
し，有業者方式から労働力方式への転換の歴史的諸条件を明らかにするもので
ある。
第 1章 労働カ・雇用・失業統計の生成と展開の概観
労働力調査方式による労働カ・雇用・失業の概念規定と調査方法すなわち労
働力統計の歴史的展開を，その生成の国・アメリカでの形成・展開を中心に，
!LO等の国際的統計専門機関を介しての国際的標準化．の過程を概観する。労
働力統計の歴史的展開過程の分析は，本来，その時代の社会経済状況と政府な
していると批判されている。（たとえば， Adams,〔1〕）これらの銀点から，労働供
給の実際の尺度としての労働力統計•（失業の求職基準）の不十分さが指摘され，労働
供給，失業，不完全就業の多面的指標と経済的困窮 (economichardship)の諸指標
の関係の研究が要請された。 1970年代以降の不完全就業の諸指標の研究がそれであ
る。(Moses,〔3釘， Vietorisz,Mier and Gilblin (46〕， 等）。 また最近 (1986年），
Godfreyは， ILOの不完全就業の測定の理論と方法を発展させる延長線上で，労働
カ統計（とくに求職基準）の問題点を吟味し，求職基準の緩和，非労働力（求職意欲
喪失者一discouragedworkers, など）の諸形態を含めた可動的労働供給の理論と方
法を提起している（〔15〕）。現代資本主義における相対的過剰人口の理論と諸形態の研
究の観点から，これらの「内在的批判」の吟味・摂取が必要とされる。その際，戦前
から戦後にかけての労働力統計の形成と国際的展開をその経済理論的基礎（新古典派
理論からケインズ理論）との関係において検討した山本正治の先駆的業績（〔48〕）から
学ばなければならない。
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らびに国際機関の国内的，国際的雇用政策，その政策遂行のための行政手段と
しての労働カ・雇用・失業統計の生成と展開を経済理論（雇用理論）と労働政策
論との関係において歴史的， 論理的におこなわれなければならない。本稿で
は，とりあえず，労働力統計の概念規定と分類の変遷を中心とする表1-1お
よび関連する表1-2, 表1-3,表1-4にもとづきながら，その歴史的展
開を概観する。表1-1は，アメ、リカにおける政府・議会関係の労働力統計に
関する各種検討委員会の報告・勧告とそれを受けての政府統計機関（労働計統
局，センサス局，等）での労働力統計の一定の改訂過程を中心として，それと深
く関連しつつ展開される労働力統計の国際的標準化の過程を，労働カ・雇用・
失業統計の基本的概念の規定と分類，そのフレーム・ワークの変遷に視点をお
きつつ，概観したものである。
アメリカを中心とする労働力統計の歴史的展開過程は， 1)労働力統計の生
成前期， 2)世界恐慌と労働力統計の生成， 3) 「完全雇用」政策と労働力統
計の展開， 4) 「完全雇用」政策の破綻と不完全就業の測定， 5)労働力統計
の再検討と新国際基準の定立，の諸過程からなっている。
1)労働力統計の生成前期では，雇用・失業統計は，イ）人ロセンサス，口）
雁用事務所（職業安定所）の業務統計， ハ）労働組合統計，を主な源泉としてい
た。調査統計としては， 10年毎に実施された人ロセンサス（アメリカでは， 1870年
から1930年にかけての有業者方式のセンサス）しかなかった。その人ロセンサスでの
就業・不就業状態の把握は，有業者方式にもとづいて，平常の就業状態(usually
active status)を対象にしており，その主たる目的は，一定年齢 (1870年センサス
以降， 10歳）以上の収入のある有職者の技能・職業の調査にあり， その雇用状
態の調査には主たる関心がなかった。失業者数は，アメリカでは， 1880年セン
サスから実施された失業者（平常の失業者数と失業期間）の調査結果のほかは， 労
働組合統計，雇用者の時系列的変動からの推定値，等しかなかった。
国際的にも同様の状況にあり（欧州各国は主に雇用事務所， 労働組合の統計に依
拠）， 1920年代の各国の雇用・失業統計の作成状況は， ILOで調査・研究さ
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248
日
以
内
に
新
し
い
仕
事
を
始
め
る
こ
と
に
以
中
の
者
～
病
気
，
傷
害
，
労
な
っ
て
い
る
待
機
者
，
を
失
業
者
に
含
め
上
働
争
議
，
休
暇
，
悪
天
候
な
る
（
た
だ
し
，
待
機
者
で
も
通
学
中
の
者
ど
に
よ
り
臨
時
に
休
職
中
の
は
非
労
働
力
に
入
れ
る
）
人
者
◎
 19
61
年
「
雇
用
・
失
業
統
計
評
価
の
大
統
領
諮
問
委
員
ロ
（
使
用
者
，
自
営
業
主
及
び
一
全
」
（
ゴ
ー
ド
ン
委
員
会
）
定
期
間
で
通
常
の
労
働
時
間
の
ケ
ネ
デ
ィ
大
統
領
の
諮
問
に
よ
り
雇
用
・
失
業
統
計
の
3
分
の
1
以
上
仕
事
に
従
事
し
茎:;;;;! 
全
面
的
再
検
討
と
一
定
の
改
善
勧
告
を
行
っ
た
。
た
無
給
家
族
従
業
者
も
含
ま
れ
0
委
員
会
の
検
討
課
題
ー
(1)
概
念
と
定
義
，
(2)
労
働
市
る）
....., 
胃
場
デ
ー
タ
の
シ
ス
テ
ム
の
検
討
，
(3)
サ
ン
プ
リ
ン
グ
(2
決
業
者
～
仕
事
が
無
く
，
就
業
祠 a:a 
直
の
調
査
手
続
，
(4)
季
節
調
整
(5)
政
府
並
び
に
地
方
デ
能
力
を
有
し
（
軽
い
疾
病
を
除
ター
の
改
善
，
(6)
職
不
充
足
と
職
業
デ
ー
タ
，
(7)
国
く
）
，
か
つ
一
定
期
間
を
通
じ
，
冷 湘
I
 
胃
民
へ
の
デ
ー
タ
の
公
表
方
法
，
(8)
失
業
統
計
の
国
際
賃
金
•
利
益
を
目
的
と
し
て
求
需
比
較
の
方
法
，
等
。
職
中
の
者
。
ヰ ~
 
0
概
念
と
定
義
に
関
す
る
改
善
の
勧
告
◎
 19
67
年
，
労
働
統
計
局
と
セ
ン
サ
ス
局
ゴ
ー
窟
①
一
定
期
間
後
に
新
規
の
仕
1-ir 
雇
用
・
失
業
統
計
の
概
念
の
基
礎
に
あ
る
人
口
の
観
ド
ン
委
員
会
の
勧
告
を
受
け
て
19
67
年
1
月
事
を
始
め
る
準
備
中
の
色
の
察
し
う
る
現
在
活
動
を
吟
味
し
，
労
働
力
（
就
業
者
よ
り
「
人
口
動
向
調
査
」
(C
PS
)
の
概
念
れ
者。
盆
冒
と
失
業
者
）
と
非
労
働
力
の
各
々
の
概
念
と
定
義
の
と
定
義
の
一
定
の
改
訂
。
る
②
期
限
に
関
係
な
く
，
一
時
::j:j: 、-
＾
 ど
こ
に
客
観
的
分
類
基
準
を
設
定
す
る
か
を
検
討
。
(1)
労
働
力
の
最
低
年
齢
が
14
歳
か
ら
16
歳
に
解
雇
さ
れ
，
賃
金
の
支
給
(1)
現
行
の
失
業
者
概
念
を
基
本
的
に
承
認
す
る
が
，
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
を
受
け
て
い
な
い
者
（
レ
九 ノー」‘
 
求
職
活
動
の
具
体
的
フ
゜
ロ
セ
ス
を
明
確
化
し
，
求
(2)
求
職
活
動
期
間
を
過
去
4
週
間
と
し
，
特
イ
・
オ
フ
）
。
畠t5 
職
活
動
期
間
を
調
査
前
約
15
日
に
限
定
す
べ
き
で
定
の
求
職
活
動
（
雇
用
サ
ー
ビ
ス
事
務
所
非
労
働
力
～
上
記
の
者
以
外
の
す
ある
。
や
雇
用
主
の
所
に
求
職
に
行
く
，
な
ど
）
べ
て
の
者
。
(2)
就
業
者
は
調
査
期
間
中
少
な
く
と
も
1
時
間
以
上
を
行
い
，
し
か
も
現
在
就
業
可
能
な
者
を
◎
 IL
O,
 第
11
回
IC
LS
,
19
67
年
答
収
入
の
あ
る
仕
事
に
従
事
し
て
い
る
者
と
し
，
週
失
業
者
と
規
定
(3
0
日
以
内
に
新
規
の
仕
第
9
回
I
C
L
S
(1
95
7年
）
の
不
完
I-
' "' 
15
時
間
未
満
の
無
給
家
族
従
業
者
は
，
失
業
者
か
事
に
つ
く
た
め
に
待
機
中
の
者
と
レ
イ
・
全
就
業
の
論
議
を
経
て
，
不
完
全
就
器
?
?
ア
メ
社
会
経
済
状
況
と
各
種
検
討
委
員
会
の
勧
告
リ
カ
に
お
け
る
労
働
力
統
計
の
生
成
と
展
開
I政府
統
計
機
関
（
労
働
統
計
局
，
「
?
?
?
?
?
?
」
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
）
「
?
非
労
働
力
人
口
に
分
類
す
る
。
(3)
パ
ー
ト
・
タ
イ
ム
，
自
由
（
臨
時
）
労
働
者
と
“
副
次
的
”
労
働
者
の
研
究
と
デ
ー
タ
収
集
の
必
要。 ①
パ
ー
ト
・
タ
イ
ム
労
働
者
，
自
由
（
臨
時
）
労
働
者
{
.
 労
働
時
間
数
経
済
的
理
由
か
．：ふ
タイム
労働を
(:~
:~択
の
（週
5
時
間
未
満
労
働
の
者
は
別
掲
す
べ
き
）
@・
 
副
次
的
"
労
働
者
("
se
co
nd
ar
y"
wo
rk
er
) 
概
念
の
明
確
化
と
更
に
詳
し
い
調
査
の
必
要
（
特
に
既
婚
女
性
と
10
代
の
青
年
に
関
係
し
て
いる
）。
(4)
「
仕
事
が
無
い
と
思
い
込
ん
で
非
求
職
の
者
」
("
di
sc
ou
ra
ge
d 
wo
rk
er
s"
)
は
失
業
者
か
ら
除ー
く
。
(5)
労
働
力
の
最
低
年
齢
を
16
歳
以
上
に
す
る
。
(6)
不
完
全
就
業
(u
nd
er
em
pl
oy
me
nt
)
の
測
定
の
研
究
の
必
要
。
〔6
0年
代
の
高
度
経
済
成
長
と
「
完
全
雇
用
政
策
」
も
70
舟
代
初
頭
の
「
石
油
危
機
」
を
契
機
に
破
綻
し
，
ケ
イ
ン
ズ
の
有
効
需
要
創
出
＝
「
完
全
雇
用
」
理
論
セ
ン
サ
ス
局
）
オ
フ
か
ら
の
復
職
を
待
っ
て
い
る
待
機
者
も
含
む
）
。
(3)
病
気
休
暇
，
悪
天
候
，
労
働
争
議
な
ど
の
理
由
で
休
業
し
，
か
っ
他
の
仕
事
を
求
職
中
の
者
は
，
従
来
失
業
者
に
分
類
さ
れ
て
い
た
が
，
就
業
者
中
の
休
業
者
に
分
類
す
る
。
(4)
「
非
積
植
禎
勺
求
爾
諸
」
("
in
ac
ti
ve
w
o
r
k
 
se
ek
er
")
特
に
「
仕
事
が
無
い
と
思
い
込
ん
で
非
求
職
の
者
」
("
di
sc
ou
ra
ge
d
wo
rk
er
s"
)
は，
従
来
失
業
者
に
入
れ
ら
れ
て
い
た
が
，
非
労
働
力
人
口
に
分
類
す
る
の
が
妥
当
と
さ
れ
る
。
労
働
力
統
計
の
国
際
的
標
準
化
(I
LO
, 
L.
 N
.,
 U
. 
N.
) 
?
?
?
業
の
概
念
と
定
義
，
そ
の
測
定
方
法
炉
応
の
国
際
基
準
が
定
式
化
さ
れ
(゜
顕
碑
不
完
鑓
業
J
 
(a)
 
通
常
時
間
よ
り
も
少
な
い
就
l
 
11
•1~
 的労
働
の
求
職
あ
る
い
は
受
容
。
．
2. 
潜
在
的
不
完
全
就
業
‘
低
所
得
と
低
生
産
性
の
労
働
ヘ
の
就
業
。
CI
I:
O
の
不
完
全
就
業
の
測
定
問
題
は
主
と
し
て
発
展
途
上
国
に
お
け
る
就
業
問
題
を
対
象
に
し
て
論
じ
ら
れ
た
）
蚕瓦
汁憮
『類
箋罷
惨』
瀕
36
~f
fi
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
」
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
ー
?
? ?
?
）
は
反
省
を
せ
ま
ら
れ
，
ボ
ス
ト
・
ケ
イ
ン
ジ
ア
ン
の
理
論
が
展
開
さ
れ
る
。
公
式
発
表
の
労
働
カ
・
失
業
統
計
で
は
把
え
ら
れ
な
い
，
様
々
な
形
態
の
潜
在
的
失
業
者
の
調
査
，
す
な
わ
ち
不
完
全
就
業
の
測
定
が
重
要
な
政
策
課
題
と
な
る
〕
0
不
完
全
就
業
の
測
定
を
め
ぐ
る
諸
見
解
（表
1
-
2
参
照
）
顕
在
的
，
潜
在
的
不
完
全
就
業
の
測
定
と
経
済
的
困
窮
と
の
関
係
の
研
究
。
◎
 19
75
年
労
働
統
計
局
不
完
全
就
業
測
定
と
関
連
し
て
，
失
業
の
諸
類
型
と
諸
失
業
指
標
を
発
表
。
労
働
統
計
局
長
シ
ス
キ
ン
の
7
つ
の
失
業
指
標
(
U
,
~
U1
) 
（表
1
-
3
参
照
）
?
?
?
?
?
?
?
?
◎
 19
79
年
「
雇
用
・
失
業
統
計
委
員
会
報
告
」
(1
97
6
年
4
月
発
足
，
79
年
9
月
，
報
告
書
・・
Co
un
ti
ng
T
h
e
 L
ab
or
 
Fo
rc
e"
を
提
出
。
Ap
pe
nd
ix
全
3
巻
を
刊
行
。
略
称
，
レ
ヴ
ィ
タ
ン
委
員
会
報
告）
。
同
委
員
会
は
，
ゴ
ー
ド
ン
委
員
会
以
降
の
「
労
働
市
場
の
構
造
的
変
化
」
を
反
映
す
る
扉
用
0
失
業
統
計
の
作
成
の
た
め
に
，
多
面
的
検
討
と
若
干
の
勧
告
を
し
て
い
る
。
o
 19
75
年
~1
98
1年
雇
用
0
失
業
統
計
の
国
際
基
準
の
再
検
討
の
動
向
。
19
60
年
代
後
半
か
ら
70
年
代
に
か
け
て
の
世
界
的
な
労
働
市
場
の
構
造
的
変
化
に
対
応
し
て
，
労
働
カ
・
扉
用
・
失
業
の
フ
レ
ー
ム
・
ワ
ー
ク
と
そ
の
概
念
規
定
と
分
類
基
準
の
再
検
討
が，
IL
O,
U.
 N
.,
 O
E
C
D
,
 S
O
E
C
 
（
欧
州
共
同
体
統
計
局
）
等
の
国
際
的
統
計
専
門
機
関
で
行
わ
れ
た
。
「
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
」
（
?
?
）
?
?
?
?
?
リ
カ
に
お
け
る
労
働
力
統
計
の
生
成
と
展
開
I政
府
統
計
機
関
（
労
働
統
計
局
，
セ
ン
サ
ス
局
）
•
検
討
課
題
~(
1)
概
念
と
デ
ー
タ
需
要
，
(2)
デ
ー
タ
収
集
と
加
工
，
(3)
州
及
び
地
方
統
計
，
(4)
統
計
行
政
と
作
成
。
•
 
「
概
念
と
デ
ー
タ
需
要
」
に
つ
い
て
の
勧
告
（
他
は
省
略
）
(1)
 
労
働
力
状
態
の
定
義
①
現
行
C
P
S
の
定
義
の
若
干
の
修
正
～
連
邦
の
労
働
力
に
軍
隊
を
含
め
る
（
州
・
地
方
の
そ
れ
に
は
含
め
な
い
）
。
③
 "
di
sc
ou
ra
ge
d 
wo
rk
er
s"
を
失
業
者
か
ら
除
外
し
て
い
る
現
行
の
方
式
は
妥
当
で
あ
る
が
，
こ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
者
を
よ
り
正
確
に
識
別
す
る
方
法
と
し
て
，
「
労
働
力
に
限
界
的
に
接
触
し
て
い
る
人
々
を
算
定
」
す
る
カ
ナ
ダ
の
方
式
に
類
似
し
た
方
法
の
採
用
を
勧
告
し
て
い
る
。
③
 16
歳
以
上
を
労
働
力
人
口
の
最
低
年
限
と
す
る
現
在
の
方
式
は
妥
当
だ
が
，
通
学
中
の
若
者
と
通
学
外
に
い
る
若
者
と
の
労
働
市
場
問
題
の
分
類
を
可
能
に
す
る
。
在
学
者
の
月
次
別
デ
ー
タ
の
収
集
を
す
る
こ
と
。
④
公
共
雇
用
と
訓
練
計
画
へ
の
参
加
者
の
分
類
の
変
更
。
(2)
労
働
力
状
態
に
つ
い
て
の
追
加
的
デ
ー
タ
①
グ
ロ
ス
・
フ
ロ
ー
・
デ
ー
タ
(g
ro
ss
fl
ow
 d
at
a)
の
収
集
。
②
報
醜
の
あ
る
労
働
力
以
外
の
活
動
の
追
加
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
従
事
者
，
等
）
。
③
所
得
デ
ー
タ
の
拡
充
（
特
に
経
済
的
困
窮
の
測
定
と
の
関
連
）
。
④
失
業
者
の
求
め
て
い
る
賃
金
・
職
業
の
デ
ー
タ
収
集
。
⑥
フ
ル
・
タ
イ
ム
労
働
，
パ
ー
ト
・
タ
イ
ム
労
働
に
関
す
る
追
加
的
情
報
。
ア
メ
社
会
経
済
状
況
と
各
種
検
討
委
員
会
の
勧
告
?
?
?
?(
3) (4)
 
賃
金
所
得
と
雇
用
状
態
の
リ
ン
ク
他
の
デ
ー
タ
の
需
要
～
少
数
者
，
婦
人
，
通
学
者
，
障
害
者
，
な
ど
の
デ
ー
タ
労
働
力
統
計
の
国
際
的
標
準
化
(I
LO
, 
L.
 
N.
, 
U.
 N
.)
 
◎
 IL
O,
 第
13
回
IC
LS
,
19
82
年
雇
用
・
失
業
統
計
の
新
国
際
基
準
の
策
定
・
勧
告
主
要
な
定
義
と
分
類
•
経
済
活
動
人
口
（
一
定
年
齢
以
上
）
rl)平
常
活
動
人
口
(2
覗
在
活
動
人
口
（
労
働
力
人
口
）
?
?
?
薔
固
汁
惨
『
階
遥
器
猿
』
渫
36
~f
fi
? ? (1
98
7~
2 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
）
調
査
の
週
ま
た
は
1
日
の
期
間
計
に
次
の
状
態
に
あ
る
一
定
年
齢
・
の 再
◎
 19
83
年
1
月，
B
L
S
と
セ
ン
サ
ス
局
「
レ
以
上
の
者
り
ヴ
ィ
タ
ン
委
員
会
」
の
勧
告
を
受
け
て
，
J1 
c
 
R
叫
失
業
者
者賃
自
金
釦
雇
畔
用
ば
=
Z
 
C
P
S
の
概
念
と
定
義
，
方
法
に
つ
い
て
の
新
一
定
の
改
訂
。
(1
98
3年
1
月
よ
り
実
施
）
国 際
•
合
衆
国
に
居
住
す
る
軍
隊
員
を
国
の
労
働
嚢
［
 
力
及
び
就
業
者
総
数
に
含
め
，
全
体
の
失
の
業
率
も
こ
れ
を
ベ
ー
ス
に
算
定
す
る
（
こ
1
)
標
準
概
念
～
賃
金
雇
用
定
l
 
れ
ら
の
デ
ー
タ
は
，
伝
統
的
な
文
民
労
働
者
と
自
営
業
者
と
の
新
立 ＾
 
カ
ベ
ー
ス
の
測
定
に
追
加
さ
れ
た
）
。
し
い
区
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れ，その第 2回国際労働統計家会議（略称 ICLS,1925年）で失業統計について，
初めて報告，決議，勧告がなされ，各国の雇用・失業統計関係のデータの整備
が要請された。しかし，戦前の雇用（失業）統計関係の国際基準は， 1938年に国
際連盟の統計専門家会議で採択された有業者方式の統計であった。 (ILOの労働
統計の国際的標準化の歴史的変遷をみる基本文献には， 労働統計の国際的勧告集〔18〕
〔23〕〔茄〕がある）。
1930年代まで， 雇用・失業統計が未整備の状態におかれた背景には， ヒ゜グ
ー，マーシャルに代表される新古典派の雇用理論が作用してたとされている。
そこでは，「自由競争」さえ保障されていれば， 労働の需給均衡点（均衡貨幣賃
金率）で雇用・失業（「自発的失業」）が決定されると見なすので，一時的な「摩擦
的失業」しか失業問題の対象にされず，雇用・失業対策も雇用事務所や失業保
険などによる失業救済的保護政策にとどまっていた2)。
2) 1929~30年の世界恐慌は，資本主義の矛盾の深化の発現として，大量の
恒常的な失業者を排出し，失業問題は深刻な社会問題となった。労働の需給均
衡論にもとづく新古典派の雇用理論は破綻し，恒常的，大量的失業の存在を前
にして，有効需要の創出による生産と雇用の拡大，労働力の有効的利用を目的
とするケインズの「完全雇用」理論を生み出した。
アメリカでは， この時期， ニューディール政策の一環として雇用促進局
(WPA)を中心として，雇用・失業対策のための客観的かつ敏速な失業統計の
作成が緊急な政策課題とされ，センサス局の 1930年失業センサス（〔117)~〔na〕）
と舟木（〔12)~〔14〕），労働統計局および東部・北西部諸州での失業調査（特に，マ
サチユー セッツ〔175〕，ミシガン〔181〕，ニュー ヨー ク（〔18幻~188〕），ペンシルバー ニア
(〔19釘～〔200〕）の試行調査を経て，「現在の就業・不就業状態」 (currentlyactive 
2)労働力統計生成前期の雇用・失業統計（主たる調査統計は有業者方式） と経済理論
（新古典派理論）との関係については， Long, (⑫3〕， pp.1~6), Adams, (〔1〕，
pp. 38~39), 山本 ((48)〕， 参照。 このテー マは， 独自な検討を要する重要な課題
である。
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status)の把握を目的とする労働力調査の方式が検討・形成され， 1939年末に
標本抽出調査法による労働力調査が初めて実施され，『失業月例報告」 (1943年
に現行の「労働力月例報告」に改称）として発表され，翌年の ~940年人ロセンサス・
((126~128〕）において労働力概念を基礎とする現在活動人口の就業，失業の状
態が調査された3)。
労働力調査の失業者の規定では，客観的かつ顕在的に調査可能であるため
に，失業者の条件として，働く能力，働く意志，求職活動の三条件が定式化さ
れたが，なかでも求職活動が基本的要件とされた。その結果は， 1940年センサ
スの労働力状態における概念規定と分類に表示されている（表1-1,参照）。失
業者は，無職で積極的な求職者と無職で非求職の者 (30日以上のレイ・オフ者，
一時的病気の者，仕事がないと思い込んでいる者）からなっており，非求職の者，
特に今日の「求職意欲喪失者」 (discouragedworkers)が含まれてるのが特徴で
ある。（特に，〔128〕，参照）
この時期の労働力統計の生成，その失業の規定には，ケインズ雇用理論，そ
の「自発的失業」の理論が前提・基礎とされていたとする説（たとえば， Adams,
A. V. 〔1〕）があるが，ケインズ理論が「完全雇用」政策の理論的支柱として
アメリカに定着するのは戦後のことであり，このニューディール期における労
働力統計の諸概念と分類の規定は，統計調査上の経験的試行の中から生成され
3)アメリカの雇用・失業統計における有業者方式から労働力方式への歴史的転換とそ
れらの基本的諸概念と方法に関する比較対照的研究は， 既に蓄積のある研究領域で
あり， Ducoffand Hagood 〔刀， Durand〔幻， Buncroft〔糾補論〕， Hauser
〔17),Lohg (⑬3〕〔34,補論〕）， Morton〔羽〕の総括的研究をはじめとして，その
当時の主な研究として，〔50〕，⑮1〕，〔134),〔13釘， 〔141),〔げ8〕， (206〕，等があ
る。
また労働力方式を基準に，それ以前の有業者方式やその他の雇用・失業統計を比較
・調整・推計した実証的研究として，センサス局 (Bureauof the Census)の基礎
推計資料（〔128〕～〔認1〕）， Dura叫（〔8〕）,Lebergott(〔31)〕,BU:ncroれ（〔3〕)，Long
(〔34〕）の総括的研究があり，当時の実証研究には，（〔49〕）べ〔135〕）べ〔140〕）べ〔189〕），
等がある。
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たものと言えよう。
3) 大戦直後の1946年，アメリカで「雇用法」 (EmploymentAct of 1946)が
成立し，他の資本主義諸国と同様に， 「完全雇用政策」が国家の経済政策，公
共政策の重要な柱となった。それは，一面では，アメリカにおけるケインズ理
論の定着と現実的政策化の過程であった。
大戦後の不況期での失業者の増大を前にして，政府と連邦議会は失業問題と
その尺度としての失業統計の検討をおこない，その結果は1955年の「概念検討
委員会報告』（スチャート委員会報告）にまとめられた。同報告書では，「現在の経
済発展の分析にとっての概念の適用性という視点から，デークの源泉による技
術的制約を考慮しつつ調査研究」を行い，表1-1にみられる内容の勧告を行
った〔44)。この勧告を受けて， 1957年にセンサス局は， 1940年以来， 50年セン
サスおよび月例の『人口動向調査』 (Curre~t Population Survey. 略称， CPS.)で
実施されてきた失業者の概念規定に一定の改訂をおこない，新たに，イ） 30日
以内に復職予定のレイ・オフ者，口） 30日以内に新規の仕事に就く予定の特機
者が，失業者に加えられた。
． 国際的には， 1930年代~40年代にアメリカで形成された労働力調査方式が，
戦後の1948年の !LO第 6回ICLS(〔19〕～⑫〇〕）で論議・承認され， 58年の第 8
回 ICLS⑫1)で，表1-1にみられるような労働力統計の主要な定義と分類
が国際基準として採択され，各国にその実施が勧告された。また1950年代後半
~60年代にかけて始動した国際的規模での高度成長（資本の強蓄積）は， オー
ト・メーションの全面的導入などの生産技術の革新による資本の生産力の飛躍
的な増大，生産・労働の社会化の進展，資本の強蓄積に必要な単純労働や新し
い技能労働の「吸引」（他方では，中・高年層の古い形態の技能労働の「排出」）のた
めの「積極的労働力政策」 (OECD, 1964年）が国際的に提唱され，高度成長下
の「完全雇用政策」として展開された。
だがアメリカでは，「完全雇用」政策の遂行下においても， 失業者3百万人
~4百万人，失業率4彩~5彩台を下らない失業問題の厳しい現実を前にし
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て，失業統計の意義と限界が再び問題となり（〔2〕〔43〕）， ケネディ大統領は
雇用・失業統計の全面的再検討を「雇用・失業統計評価のための大統領諮問委
員会』に諮問し， 1961年，同『報告」（ゴードン委員会報告）が提出された (40)。
同報告では，労働力調査の対象である現在活動人口の諸概念と定義を吟味し，
労働力人口（就業者と失業者）と非労働力人口の諸概念のどこに境界線を引くか，
その分類の「客観的基準」は何かを検討し，可能なかぎり「主観的要因」を排
し，顕在的な就業・不就業状態を茜握することを目的に，表1-1の内容の勧
告をした。 1967年，労働統計局とセンサス局は，この勧告に準拠しつつ，大幅
・な改訂を行い，ほぼ現行の CPSのフレーム・ワークに近い労働力状態の規定
を採用した（〔42〕）。
4) 60年代の世界的規模での高度成長と「完全雇用政策」の展開も1973年～
74'年の「オイル・ショック」を契機として，その政策も破綻を来たし，低成長
＝構造的不況期へと移行した。ケインズ型の行財政手段による国民経済の管
理，公共投資を主たる誘因とする「有効需要」創出による生産・雇用増大の方
策もいきづまり，相対的過剰人口の顕在化＝失業の増大をうながし，ポスト・
ケインズ理論がその主役を交代するようになった。特にアメリカでは，戦後ベ
ビプーム世代の労働市場への大量流入，婦人の労働への参加の増大などにとも
ない， 10代の失業率の増加，黒人，若年層，小数者 (minority), 特定地域の住
民等の階層的失業と経済的困窮 (economichardship)が顕在化し， 不完全就業
(Underemployment or .Subemployment)の諸形態の測定の問題が重要な政策的
課題となった。表1-:2は， 不完全就業指標の主な研究内容の一覧表である
(〔35)〔46〕）。
不完全就業指標の研究は，当然，従来の単一失業指標である公表失業者，失
業率の概念と定義その調査方法の狭小性への批判を含むものであり，労働統
計局は，公表労働力統計⑥澤；者数，失業率）で表示しえない様々な失業類型と失
業指標を研究し， シスキン（労働統計局長）の七つの失業指標 (Ul~U7)を公表
した（表1-3,参照）（〔41〕）。
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表1-2 不完全就業指標算定
項 目 ISpring-Harrison-Victorisz 指標 I Levitan-Taggart指標
（分子） 分子は以下のカテゴリーの 1つに属する全ての個人の総計からなる
A: 失業者 I o公式の失業者
B: 求疇欲喪失 I1)公式の労働力に属してお
労働者 らず， Z)64歳以上でなく，
、かっ， 3)仕事を見つけ“え
ない”ことが求職しない主要
な，ないし第2次的な理由で
ある者
c: 非自発的パー 1)公式のフルタイム労働力
ト・タイム 1に属しておらず，かつ， 2) 
経済的理由から，週労働時間
が35時間末満の者
D: 賃金収入 I i)公式の労働力に属し，
2)週34時間以上労働してお
り，かつ， 3)賃金収入が
“適切な”個人所得以下の者
1)公式の失業者で， 2) 64歳以上
でなく， 3)16 ~ 21歳の学生でな
く，かつ， 4)前年における家計所
得が平均以上の世帯の同居者でない
者
1)公式の労働力に属さず， 2) 64 
歳以上でなく， 3)16~21歳の学生
でなく， 4)前年の家計所得が平均
以上の世帯の同居者でなく， 5)現
に仕事を希望しているが，労働市場
あるいは個人的理由のいずれかか
ら，仕事を見つけることができない
ので，現に仕事を希望するが求職し
ていない者
1)公式のフルタイム労働力に属
し， 2)64歳以上でなく， 3)16~ 
21歳の学生でなく， 4)前年の家計
所得が平均以上の世帯の同居者でな
<'5)賃金収入が貧困所得よりも
低い世帯主ないしは縁故のない個人
でなく， 6)経済的理由から，週労
働時間が35時間未満の者
1)公式の労働力に属し， 2)世帯
主ないし縁故のない個人であって，
3) 64歳以上でなく， 4)16~21歳
の学生でなく， 5)前年の家計所得
が平均以上の世帯の同居者でなく，
6)賃金収入が家族規模で調整した
前の年の“貧困”所得以下であり，
7)上で失業者，求職意欲喪失労働
者，または非自発的パート・タイム
として計上されていない者
（分母） 分母は以下のカテゴリーの 1つに属する全ての個人の総計からなる
1)公式の労働力， 2)プラ 1)公式の労働力， 2)プラス求職
ス求職意欲喪失労働者 意欲喪失労働者
（出所） T. Victorisz, R. Mier and J. Giblin, 〔鈴〕， pp.8~9. 水野朝夫〔35〕● 94~ 
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の5つの方法
Miller指標 排除指標 不適切性指標
1)公式の失業者で， 2)64 1)公式の失業 1)公式の失業者で，か
歳以上でなく， 3)16~21歳 っ， 2)世帯主または縁故
の学生でなく，かつ， 4)前 のない個人
年における家計所得が平均以
上の世帯の同居者でない者
1)公式の労働力に属さず， 1)公式の労働力に属さ 1)公式の労働力に属さ
2) 64歳以上でなく， 3)16 ず， 2)仕事を希望して ず， 2)世帯主，または縁
~21歳の学生でなく， 4)前 いる者 故のない個人で，かつ，
年の家計所得が平均以上の世 3)仕事を希望している者
帯の同居者でなく，かつ，
5)仕事が得られないと思っ
ているために，仕事を探して
いない者
1)公式のフルタイム労働力 1)公式のフルタイム労 1)公式のフルタイム労働
に属し， 2)64歳以上でな 働力に属し， 2)経済的 力に属し， 2)世帯主また
<, 3) 16~21歳の学生でな 理由から，労働時間が週 は縁故のない個人で， 3)
<, 4)前年の家計所得が平 35時間未満ないし年間50 経済的理由から，労働時間
均以上の世帯の同居者でな 週未満の者 が週35時間未満ないし年間
<'5)経済的理由から，労 50週未満の者
働時間が週35時間未満の者
1)公式の労働者に属し， 1)公式の労働力に属 1)公式の労働力に属し，
2)労働時間が週34時間以上 し， 2)労働時間が週34 2)労働時間が週34時間以
で， 3)世帯主ないし縁故の 時間以上で， 3)上で非 上で， 3)世帯主ないし縁
ない個人で， 4)64歳以上で 自発的パート・タイムと 故のない個人， 4)上で非
なく， 5)16~21歳の学生で して計上されず，かつ． 自発的パート・タイムとし
なく， 6)前年の家計所得が 4)賃金収入が前年にお て計上されておらず，か
平均以上の世帯の同居者でな ける適切な所得以下の者 っ， 5)賃金収入が家族規
<'7)賃金収入が家族規模 模を調整した前年の適切な
を調整した適切な週当り所得 蒙出所得以下の者
以下の者
1)公式の労働力 1)公式の労働力， 2) 1)公式の労働力， 2)プ
プラス求職意欲喪失労働 ラス求職意欲喪失労働者，
者 および， 3)世帯主ないし
縁故のない個人
95ペー ジ。
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表1-3 シスキンの 7つの失業指標
U-1 〔長期間失業率〕
① 失業期間15週間以上失業者／② 労働力人口
U-:--2 〔非自発的失職率〕
③ 非自発的失職失業者 (joblosers)/ ②労働力人口
U-3 〔世帯主失業率〕
④ 世帯主失業者(unemployedhausehald heads)/⑤ 世帯主労働力人口
U-4 〔フルタイム失業率〕
⑥ フルタイム求職失業者 (unemployedfull-tim job seekers)/⑦ フ
ルタイム就業労働力人口 (thefull-time labor farce) (+非自発的パート
タイム就業者を含む。）
U-5 〔完全失業率〕
⑧ 全失業者／② 労働力人口
U-6 〔狭義の労働力不完全利用率〕
｛⑥フルタイム求職失業者十⑨パートタイム求職失業者/2+⑩非自発的パ
ートタイム就業者/2}+{②労働力人ロ一（⑪自発的パートタイム就業者＋
⑨パートタイム求職失業者）/2} 
U-7 〔広義の労働力不完全利用率〕
｛⑥フルタイム求職失業者十⑨パートタイム求職失業者/2+⑩非自発的パ
ートタイム就業者/2+⑫求職意欲喪失者}+{R労働力人ロー（⑪自発的パ
ートタイム就業者十⑨パートタイム求職失業者）/2+⑫求職意欲喪失者
(dicouraged workers)} 
（注） 〔 〕内は便宜的名称。
（出所） J. Shiskin(〔41〕）．この指標の紹介と日本のデータヘの適用は， (1)根岸延之
「失業指標の日米比較」『統計局研究彙報」第33号， 1979年8月。 (2)雇用失
業指標，研究会「雇用失業指標研究会報告』労働省， 1978年，参照。
国際的には，主として発展途上国を対象とする不完全就業をめぐる論議
(1957年の ILO第9回 ICLS(〔22〕）を経て， 1967年の ILO第11回ICLSC〔24〕）に
おいて，不完全就業の概念と定義（顕在的，潜在的不完全就業）， その調査方法の
一定の国際基準が採択された（表 1-1,参照）。不完全就業の問題は，その後発
展途上国のみならず，発達した国々の問顆へと拡がり，不完全就業指標の研究
は，国際的規模でおこなわれている。
5) 高度成長の破綻と低成長への移行は，長期的不況下の労働市場の「構造
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的変化」をもたらした。「スタグフレーション」と賃金の抑制は， 労働者家計
の貧困化とその補填としての労働者世帯の総働き化（「労働力の価値分割」）をうな
がし，無給家族従業者や主婦，学生，退職者，高齢者などのパートタイム労働
（短時間労働）の増大，低賃金，臨時雇，複数職業保有者(multiplejob-holders), 
転職・追加就業希望者などの不完全就業者（不安定就業者）の増大をもたらすと
ともに，条件によって失業・半失業の一形態とみなされる休業者，一時的レイ
・オフ者，「非求職就業希望者」（その一部としての discouragedworkers)などの
増大をもたらした。このような「労働市場の構造的変化」は，アメリカ連邦政
府をして，「貧困， 不況， 構造的失業と関連する社会的病根の克服」のための
積極的労働力政策の推進を行政課題とさせ， 1979年に「現代の労働市場の特徴
を正確に反映する情報」として，雇用・失業統計の全面的再検討と勧告を内容
とする『雇用・失業統計にかんする国家委員会』（レヴィタン委員会）の報告書を
発表した（〔39〕）。それは，表 1-1にみられるように， CPSの基本的概念と方
法については僅かの修正しか勧告していないが，「個人」を中心とする労働力状
態のフレーム・ワーク，概念規定とデータの再検討のみならず，労働力の追加
的データとして，「世帯」にかんするデータ（世帯別経済活動状低とその所得，失業保
険，社会保険からの所得移転，等）の収集を勧告し， 雇用統計指標と所得統計，
失業統計と経済的困窮との相互関係に分析をくわえている。労働統計局とセン
サス局は，これを受けて， 1983年に CPSの概念と定義方法に一定の改訂（労働
カヘの軍隊の算入，サンプル数の拡大，等）を実施した。
アメリカをはじめとする各国の雁用・失業統計の検討と実施を受けて， 国
連， ILO,OECDなどの国際機関は， ILO統計局を中心に幾つかの統計専門
家会議を阻催し，現行の雁用・失業統計の国際基準の再検討を行った (28〕。
その結果， 1982年10月に約10年ぶりに ILO第13回ICLSが開催され，雇用・
失業統計の新国際基準が採択された（〔26〕）。それは， 表1-1と表1-4にみ
られるように，現行の労働力方式の枠内ではあるが，労働力，雇用，失業統計
の新しいフレーム・ワークの構成，諸概念と諸方法のより詳細かつ斬新な規定
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表1-4 旧規定との主要な相違点（新国際基準）
1)現在活動人口（労働力人口）に軍隊（正規員と臨時員が）含められ，非経済活動
時人口（非労働力人口）には，一定年齢以下の総ての者が含まれる。
2)就業者 (personsin employment)は， "somework for wage or salary, in 
cash or in kind"を目的とする賃金雇用者と "somework for profit or family 
gain, in cash or in kind" を目的とする自営業者に分類される。
3)休業者 (witha job, not sy work)の規定に，正規な仕事との関係のある者の
規定が追加され，その基準の適用は，各国の諸事清に委ねられる。
4)無給家族従業者は，標準労働時間の 3/1の規定を除去し，労働時間数にかかわり
なく，自営業者に属するとされる。
5)失業の規定は，旧来の標準概念に加えて，求職基準の変更を含めた緩和概念が採
用され，賃金雇用者と自営業者の各々について具体化される。
6)一時的レイ・オフ者は，各国の諸事情に応じて，正規な仕事との関係の有無の基
準に従って，就業者，失業者，非労働力のいづれかに分類される。
7)不完全就業（顕在的，潜在的）の規定の具体化
8)雇用（就業）と所得との関係の統計的研究の勧告
9)非労働力人口については，イ）調査期間中，就業可能で，非求職の者を区別し，
別掲すべきである，口）平常活動人口の場合には， a 無給のコミュニティ活動
者及びボランティア活動者， bその他の経済活動・非経済活動の境界に位置す
る人々を区別するために，更に機能的な細分類を必要とする。
10)分析的概念として，以下の比率指標が算定されうる。
イ）粗労働力率＝経済活動人口／総人口，労働力率＝経済活動／一定の同年齢以
上の人口
ロ）就業率＝就業者／一定の同年齢以上の人口
ハ）総失業率＝失業者／経済活動人口
a 賃金雇用失業率＝賃金雇用求職の失業者／（賃金雇用者十賃金雇用求職の
失業者）
b 自営業失業率＝自営業求職の失業者／（自営業者＋自営業求職の失業者）
11)特別な事項のデータ
イ）児童，若年者（青年）の通学と就業に関するデータ，口）女性の経済活動への
参加にかんする正確な統計の作成，ハ）多就業化の動きに対応して，世帯を単位
とする経済活動，就業，失業，不完全就業の諸統計の整備，二）障害者などの弱
者についての諸統計の整備，等が勧告されている。
（注） 岩井（〔祁〕〔29〕），参照。
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を与えた内容になっており，現代の労働市場の構造的変化の実態を相対的によ
り深く反映するものになっている（〔29〕）。
第 2章 雇用・失業統計の生成一労働力統計生成の前期一
本章では，労働ヵ統計（労働力方式）生成の前期， すなわち1930年代以前の時
期における雇用・失業統計の国際的動向とアメリカの雇用・失業統計の作成状
況を，その基本的概念と方法を中心に概観し， 1929年から始まる世界的大恐慌
(Great Depression)を契機とする労働力統計形成の諸条件を明らかにする。
19世紀中頃から20世紀30年代にかけ，雇用・失業統計は，各国で主に三つ源
泉から作成されていた。 1.人ロセンサス， 2.雇用事務所・失業保険統計， 3.労
働組合統計。調査統計としては， 10年毎に実施される人ロセンサスが相対的に
信頼しうる統計とされていた。しかし，人ロセンサスにおける雇用・失業調査
は，有職者を中心とする有業者方式 (Gainfulworker's approach)の雇用統計で
あり，現実（現在時点）の失業者を直接に調査するものではなかった。
1節 ILOを中心とする雇用・失業統計の国際的動向
ILOは，国際的労働問題の専門機関として，「産業における生活と労働の諸
条件の国際的調整にかんする総ての事項についての情報の収集と分配」を一つ
の責務として，国際的労働統計の作成と発行，特にその国際基準の設立にとり
くんだ（〔16釘 7ペー ジ）。
ILOは， その設立当初から， 労働問題と労働統計の重要な課題として，各
国の麗用・失業問題に深い関心を寄せ， 1920年代~30年代にかけて，各国の雇
用・失業統計の作成状況を調査・研究し，雇用・失業統計の国際比較のための基
準の制定に努力し， 幾多の調査・研究を『国際労働評論』 (TheInternational 
Labour Review, 1921年1月の創刊）誌上ならびに独立の調査報告書として公表
している。特に， ILO第2回国際労働統計家会議 (1925年）で初めて，この問
題についての国際会議が開かれ，国際比較のための一定の勧告がなされた。以
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下，これらの ILOの一連の活動のうち，特に注目すべき事柄について言及す
る!)。
1-1 1922年の「調査・報告」
(1) 各国の失業統計の作成状況
!LOは， 1921年 1月の「国際労働評論」創刊号で，加盟各国（イギリス， ドイ
ッ，デンマーク，オランダ，ノルウェイ，スエーデン，カナダ，アメリカ〔マサチューセ
ッツ州〕とオーストラリア）の労働組合の失業統計 (1.913年~1920年）を掲載してい
る。（〔14幻 115~120ページ）さらに， !LOは， 1910年~1922年にかけての各国
の失業統計の作成状況を調査し，調査報告書「各国の失業統計 1910年~1922 
年」（〔145〕・ 1922年6月）を公刊し， その時々の失業者総数を正確に表示した統
計が存在しないことを指摘している。 その際，失業の国際的定義は採択され
ていないが．一般には「失業は， 働く能力と働く意志があるが， 各自の資質
と合理目期待に適合した雇用を見出すことが出来ない労働者の条件と規定され
よう」と，失業の定義を提起している（同上， p.3)。,
各国で作成されている雇用・失業統計の主要な源泉は， (1)雇用主の報告， (2)
雇用斡旋所の報告， (3)労働組合の報告， (4)保険制度の下での報告（失業保険業務
報告）であった。
雇用主の報告は，「代表的な事業所別の異なった日時に雇用されている労働
者数を表示しており，それ故，間接的に失業者の状態を示している」。しかし，
この統計では，一般に， 「最大， 最良の雇用主が報告を寄せ，全体にこの数字
に重要な影響をあたえる無数の零細雇用主は，普通ごく僅かしか含まれていな
ぃ」ことが，指摘されている（同上， p.4)。
1) ILOの初期の活動については， Perigord,P. The International Labor Organiza-
tion, 1926., National Industral Conference Board (ed). The Work of the 
International Labor Organization, 1928. 等，参照。本稿では， 紙幅の関係で言及
しないが， 1920年代から30年代にかけての ILOの国際的雇用・失業問題の研究報告
書 (!LO(15叩〔15釘〔156〕）は，当時の雇用・失業状況を理解するのに重要な資料
である。また， ILOの初期の労働諸統計の国際標準化については，（〔160〕）を参照。
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雇用斡旋所は，多数の国に設置され，求職者数を定期的に示す統計を公表し
ているが，この斡旋所を介して求職・就業している者は，全体の一部分にすぎ
ないので，「失業者の登録が自発的であるかぎり， この数字は労働斡旋機関の
効率によって大きく変動する」ことが，指摘されている（同上， p.4)。・
労働者組織の報告は，「利用しうる失業統計の最も重要な部分である。失業
給付を支払うこれらの労働組合は最も正確な数字を生み出してる」と評価され
ている。労働組合の失業統計の利点は，就業者と失業者の総数すなわち失業指
数（失業者数／〔就業者と失業者の合計〕）を算定できることにあるが， その欠点は，
労働組合の組織化の低さから，全労働者階級を包括的に代表するものではない
所にある，とされる。特に，増大しつつある未熟練・低熱練労働者は，多くの
場合未組織の状態に置かれていることが指摘されている（同上， pp.4~5)。
失業保険報告（失業給付を受ける労働者数を示す）は，「殊に最良の失業統計を提
供している。」しかし， 包括的な失業保険制度が整備されてる国は， 不幸にも
多くはない。この制度では， 「失業労働者が自ら申告する財政的誘導があり，
給付の支払は， 通常， 失業の純粋さにかんする何等かのテストに基づいてい
る。・」従って，財政，その他の理由で給付が切り下げられたら， 失業者が実際
に増大している時でさえ，「この数字が減少する傾向がある」ことが， 指摘さ
れている（同上， p.5)。
この「調査報告書」では， 1910年~1922年にいたる各国の労働組合統計（一
部失業保険統計を含む）による失業率の比較表が産業別に表示されている。表2
-1はその総括表である（同上， p.24)。
(2) 失業統計の定義と作成方法
ILO理事会は， 「失業にかんする技術委員会」 (Technical Commission on 
Unemployment)を組織し， 三つの草案（失業の定義産業・職業分類，失業調査の
調査票）について各国の政府統計機関の回答を求め， その回答を検討して，調
査報告書「失業統計の作成方法 各国政府の回答」（〔14釘， 1922年10月）を公刊
した。この報告書は，統計上の調査可能な「失業概念」を検討しており，統計
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作成方法の相違， すなわち業務統計（失業保険統計，職業斡旋統計）と調査統計
（有業者方式の人ロセンサスと労働組合統計），等その調査・作成方法を異にする
が，後の「労働力統計」の「失業者」概念・分類の形成からみると，先駆的調
査・研究として重要である。特に，後に形成される労働力統計の失業の 3条件
の規定（働く能力，働く意志，求職活動）に繋がる諸概念と定義が既にこの時期に
国際的に論議されていたことは注目に価する。以下，第一の「失業の定義」草
案を中心に考察する。
A. 失業の定義草案ー「失業は，働く能力と働く意志があるが，その資質と
合理的期待に適合した雇用を見出すことができない労働者の条件と定義され
る。」（同上， p.9)。
B. 草案にたいする各国政府の回答の検討 ． 
基本的問題は，「国際比較可能な失業統計を作成するのに基本的に必要な非
自発的失業の正式な定義について国際的な一致が成立するか？」の問題とされ
た。この失業統計の国際的定義は， 各国の雇用・失業統計の作成状況によっ
て，その意義は相違する。当時最も良く作成されていた失業保険統計や雇用事
務所統計では，その制度上の諸要因によって，定義の一般的意義は大きく制約
される。しかし，人ロセンサスや産業センサスにおいて失業調査が実施される
なら，この定義は調査票の設計の上で有用であることが指摘されている（同上，
pp. 18~19)。
委員会は，草案の定義を構成する要因を次のように検討している。
1 What is a "worker"? -「労働者」には，賃金労働者だけか，その他も
含めるか？ 学校を卒業した新規参入者（若者）や自営業者 (independentwor 
kers)を含めるか？ 等の問題がある。
イギリス政府の見解では，「労働者は， その現実の， または予想される正常
な生活手段が労務提供契約で雇用されている者」 ("aworker is any persons 
whose actual or prospective normmal means of livelihood is employment under 
contract of service")とみなされる（同上， p.20)。
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2 What is meant b~"able to work"? 
・「働く能力」という言葉は，単に過去の職業の仕事のみならず，いかなる種
類の仕事（労務提供契約での雇用という条件を付加して）にも就ける能力を意味す
る，とされた（同上， p.21)。
3 What is meant by "willing to work"? 
「働く意志」の有無は，非自発的失業者の指標として挿入された。従って，
「明白な自発的失業者，怠け者，休暇中の者やストライキ中の者」は，失業者
から除外される（同上， p.22)。―
4 What is meant by "unable to find employment"? 
「雇用を見出すことが出来ない」という規定は，あまりにも一般的であり，
「肉体的無能力」をも含む印象を与えるので，「労働市場の状態のために，仕事
がなく，適合した雇用を得ることが不可能である」 ("withoutwork and find it 
impossible, owing to the state :of the labour market, to obtain employment 
suitable to ... ")と再規定された（同上， p.23)。
5 What is "employment suitable to his qualifications and reasonable 
expectation"? 
「労働者の資質と合理的期待に適合した雇用」という規定は，様々主な観的
判断とそれらと関連する制度的差異が含まれるので，草案から削除された。
C. 結論
委員会は，種々の検討の結果， 次のような結論をくだした。「失業は，労務
提供契約で労く能力があり，働く意志があるが，仕事がなく，労働市場の状態
のために，仕事を得ることができない労働者（この場合，その現実の，または予想
される正常な生活手段が労務提供契約の雇用である者を意味する）の条件である」（同
上， p.26)。
この定義には，パートタイム等の部分的失業者(partiallyunemployed persons) 
が含まれていないが，「週の 1日か数日間か， もしセンサスがこれらの日のあ
る1日に実施されたならば，部分的失業である者」は，これに含まれる。委員
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会は，「通常仕事をもっているが，現在働いていないか，パートクイムだけ
に従事しているという事実」によって引き起こされる部分失業に注目してい
る。
委員会は，国際比較のための職業分類を検討するとともに，第3の草案とし
て，「失業保険統計」，「労働組合によって提供される情報に基づく統計」（労働
組合による失業統計），「公共識業斡旋所の業務から作成される統計」と「求職と
未充足の欠員のバランス」にかんする調査・統計表を検討し， 各国から ILO
へ報告される各々の標準統計表を提起している（結論部分は，同上， pp.99~ 
101)。
2-2 第2回国際労働統計家会議の「報告」と「決議」
この1925年の「会議」で採択された失業統計に関する「決議」は， ILOの
「労働統計の国際基準」決議・勧告書（〔18〕〔認〕〔2釘〔160〕）に収録されてお
り，またその翻訳も，労働大臣官房労働統計調査部「I.L.O.国際労働統計家
会議決議集第 1一第10』(1964年3月， p.7~10)として出ているので，ここ
では，失業統計の基本概念と方法，特に人ロセンサス・失業センサスとの関係
の部分を主に言及する。
1) ILO事務局は， 1911年以来の失業統計の国際比較にかんする調査・研
究を総括し，第2回国際労働統計家会議 (ICLS)のための「報告書」（〔152〕）を
準備し， 「会議」に提出した。そこでは， 「(1)国家的銀点からの失業統計の改
善， (2)それらをより一層国際的に比較可能なように作り上げる」ことを目的
に，各国の失業統計の作成状況を検討し，当時利用可能な失業統計・労働市場
統計として， 1.強制保険統計， 2.失業者救済統計， 3.任意保険統計， 4.労働組
合の統計， 5.職業安定統計， 6.雇用統計， 7.一般センサスと特別調査が検討の
対象とされ，一定の改善草案が提案された。
「会議」〔153)では， 10カ条の草案が検討され，失業統計にかんする11カ条
の「決議」が採択された（〔1邸〕， pp.70~72)。「決議」の要旨は，失業保険制
度が普及している国では，失業保険統計が最良の資料であり， 強制または任
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意失業保険統計が利用できない場合は，労働組合からの失業統計の利用が望ま
しいとされる。また公共職業斡旋所の統計の整備，使用者（工場や事業所）から
の報告による雇用状態の資料の整備と定期的発表が要請された。これらの資料
が十分に収集されない場合，「全般的人ロセンサスまたは産業調査もしくは職
業調査により，失業者総数の資料の獲得に務め，総人口に対する，またはそれ
から抽出した標本特別調査を時々実施することが望ましい」（同上， p.71)とさ
れる。
2)失業保険統計・職業斡旋統計（業務統計）は，イギリスを中心に現代でも
多くの欧州諸国で作成されているので，その歴史的考察は別稿でおこなうこと
とし，労働組合の失業統計と雇用統計（工業統計や事業所統計）からの失業推計
は，次節のアメリカの事例で考察され。「会議」では， 上記の諸統計を補完す
る失業統計として，人ロセンサスにおける失業調査事項の設問の問題が論議さ
れた。人ロセンサスは10年毎に実施されるので，他0)失業統計のように，月づ
き，年々の失業の変化を測定できないことと，センサスでの失業調査の難しさ
が問題とされた。
「会議」への「報告」で， 「失業者の全般的センサスの主な利点は， 一定時
点の失業者総数と保険制度または職業紹介によってえる得られた統計との比軟
を可能にする」ことにあるが，センサスでの失業の質問の仕方が問題であり，
特に，一般に「仕事の不足から生じる失業の事例と病気，事故，ストライキの
ような他の原因から生じる失業の事例とを，その回答で区別すること不可能で
ある」とされる。それ故， 1912年の「国際統計研究所と国際失業協会の合同委
員会」は，この点にかんして，センサスは， 第ー に， 総ての働く人々に，「働
いているか…？また誰と働いているか…？」と質問し， 否定的回答者に，「そ
れらの失業の諸原因」を詳細に質問することを勧告している((15幻， pp.31~ 
32)。
「会議」では，この勧告も含めて， センサスの失業の設問で， 「仕事の不足
による失業」（本来の失業）と他の理由による失業とを；区別する困難さが各国の
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経験から論議され，質問方法について一定の結論をくだすに致らなかった。
3)また「会議」では，どの調査方法（業務統計もセンサス等の調査統計も）にも
共通する失業者の定義について論議し，一定の結論が採択された。「報告」で
は，「統計が関与する理想的 (ideal)人口は，現実の正常な生活手段が労務提供
契約による雇用である総ての者と初めてそのような雇用を求めている者」（すな
わち賃金労働者かそうなることを求めている者）であり， 「測定されるべき失業は，
病気，廃疾，労働争議によるのでなく，雇用不足または就業中の仕事の不足に
よって生ずる失業」のみであるとされる。そして， 失業の必要条件は，「少な
くとも 1日中就業していないこと」と提案された（労働争議と病気，その他の理由
とは，労働市場との関係では差違があるとの指摘もあったが）（〔15幻， pp.40~41)。「会
議」では，本来の失業と区別する意味で， 「自発的失業という用語」の使用，
等が提案されたり，失業保険統計では， 「最小 1日」という条件は短かすぎ，
「少なくとも 3日間の待機期間が必要」，などの意見がだされたが，結局ほぽ提
案どおりの定義が採択された（〔1認〕， pp.61~62)。
2-3 有業者統計の国際基準
国際連盟(Leagueof Nations)は，人ロセンサスの調査方式として，従前の経
験を総括して， 1938年， 「連盟」の統計専門家会議で有業者方式の人ロセンサ
ス，雇用・失業調査の国際基準を勧告した（〔169〕）。戦前の雇用・失業統計の国
際基準は， 1930年代にアメリカで労働力統計の調査方式が形成されつつあった
が，結局この「連盟」の有業者方式の調査統計にとどまっていた。主たる内容
は以下の通りである (L.N. の「勧告」は〔18),pp. 52~56に収録されている）。
国際比較のために「勧告された定義と分類」：有業人口 (Gainful occupied 
population)の定義．
(1) 定義：「国際分類の目的のためには， 就業者が， 直接にか間接にか現金
またはそれに相当する物で報酬をえている職業すなわち基本的に報酬あるど
の職業も，あるいは関係者の報酬のある職業であるどの副次的職業も有業の職
業とみなされるべきである。」
・272 
「雇用・失業統計の生成」（岩井） 1279 
そこでは， 「家庭労働」 (housework)は除外されるが， 家計補助のための家
族構成員の労働は含まれる。また，識業訓練所で訓練に従事している者，失業
救済労働に従事している者も含まれる。
「詳細事項は，・一般にセンサスの時点での職業に基づくべきである。」セン
サス時点で，一時的に病気，傷害，休暇，仕事を得る事が出来ないなどの理由
で働いていなくても，平常有業の職業に従事している者は，有業者とみなされ
る。また，-r'労働年齢で通学していない若者は， ……たとえ求職中であって，
従って失業統計に含まれるかもしれないが，有業人口の一部分として扱われる
べきではない。」
(2) 国際比較のために必要な有業人口の特性
有業人口は， 「次の二つのグループで特定された者を除く，……上で規定さ
れた意味の有業に従事している総ての者」である。「(a)農夫の妻， (b)農夫以外
の者の妻 (c)農夫の家族の他の構成員， (d)農夫以外の者の家族の他の構成員」
（グルー プ1)と「家族の世帯主のために働いている者」で，「その労働について
定期的賃金を受領している」と推察される者。
(3) 有業人口とみなされない者
有業人口とみなされない者は，上記の「グループ 1」と「私的手段，家族に
よる生計，公的・私的財源で生活している者を含めた他の総ての者」（金利生活
者と年金生活者，年金受領者，地主；通学者を含む児童と学生，老齢で病気・病弱なのた
め病院・サナトリューム・擁護所に入っている者，入獄者，等）
(4) 失業者の規定と分類
1)委員会は，「センサスの時点で仕事の不足で就業していない者の分類と
いう困難な問題を検討し，そのような者が含められるべき有業人口の定義の勧
告を決定した。」
「センサスで失業者として記録された者は，彼等の最後の職業によって分類
きれるべきである。」この一般的原則により，「職業訓練所や類似の施設あるい
は失業救済労働に従事している者と失業者は，センサス時の特定の仕事によっ
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てではなく，特殊なカテゴリーに分類されるべきである。」（軍事サービスに従事
して•いる者も同様である）
2) 委員会は，「各国の失業救済システム間に存在する著しい相違（職業訓練
所の設立，公共労働の組織化，現存の産業への沈下の是認，等）を考慮して，「他の
『有業者」あるいは上記の種類の補助を受けている個人からの分離が，国際比
較の正確性を増大させるとは思わない」と述べている。 ． 
3) 委員会は，「上記の勧告が各国の失業状態または特定の活動分野に潜在
的に属する，あるいは特定の職業を持っている者の総数の概観を与えるもので
はないことを承認した。しかしながら，センサスによって与えられる描写は，
瞬時の特徴を示すにすぎず，失業問題の総ての局面を解明しうるものではな
い。 この目的のためには， 失業者の特別調査が必要であろう」と勧告してい
る。
以上が，戦前各国で実施された人ロセンサス（有業者方式）の基礎にあった有
業者・失業者の基本的概念・定義と方法の内容である。より詳しくは，次節の
アメリカの人ロセンサスの変遷で考察される。
2節 アメリカにおける雇用・失業統計の生成一労働力統計の生成前期
アメリカでは，欧州諸国と相違して，国家的規模の包括的な失業保険統計や
公共雇用事務所（職業紹介所）統計が整備されていなかったので， 雇用・失業統
計は，主に人ロセンサス (10毎），雇用者（事業所）統計と労働組合統計に依拠して
いた。合衆国レベルの失業者総数の推計は，人ロセンサスを原資料としていた。
ここでは， 労働力統計生成の前期 (1930年以前）を対象に， 初めに， 合衆国人
ロセンサスと有業者方式の雇用・失業統計の基本的概念と方法の特質を考察
し，次に連邦労働統計局と東部・北西部諸州の雇用・失業統計の変遷とその基
本的特徴を考察する。本来は，雇用・失業統計の歴史的変遷を，この時代の社
会・経済状況（雇用・失業状態）と政府・各州ならびに労働組合の雇用政策，その
制度的諸規定との関係において，社会的，経済的，制度的に総体的に研究しな
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ければならないが，ここでは，主にその基本的概念と方法の変遷を中心に考察
する。
2-1 合衆国人ロセンサスと有業者・失業者一基本的概念と方法
1776年の独立宣言， 1789年の第 1回合衆国議会開催・ワシントン初代大統領
就任を経て，第 1回人ロセンサスが， 「議会の代表の配分と直接税の徴収」の
ために， 1790年に実施された。以後10年毎に人ロセンサスが実施されるが，初
期の植民時代は，その主たる労働力の調査対象は，黒人奴隷を中心とする移民
問題であった。産業革命時代に入り，工業化（特に，北部地域）の急速な進展のた
めの人的資源＝労働力問題が，人ロセンサスの誨査対象としての比重を次第に
占めるようになり， 1830年センサス以後，人口の雇用状態（産業別・職業別就業
状態）が調査されるようになった。 1850年センサスは，「ワシントン D.C. か
ら集中的に管理された（まだ調査の実施は，地方法務事務所に委ねられていたが）最初
のもの」であり，継続的職業調査の形態を整えた2)0 
1) 有業者 10歳以上の全人口（以前は，一定年齢以上の自由人）の包括的な
職業調査を内包した 1870年センサスで設定された有業者概念 (concept of 
"gainful worker")と方法は， 調査手順や調査方法に幾つかの修正があったが
（特に1910年）， 1930年センサスまで， アメリカの労働人口．職業構成の調査の
基本形態となった。
1890年センサスによると，「人口調査表に関してセンサス調査員によって回
収された回答から作成される職業統計は，何等かの収入のある仕事に従事して
いると報告された10歳以上の者のみを内包している。 10歳以下の子供は， しば
しばセンサス年の一時期に有業労働に従事していたと報告されたが，これに含
2)アメリカの人ロセンサスの歴史的変遷， 特に人口の就業（職業構成）・不就業の諸定
義と構成の変遷については， Morton(〔37〕 特に， 2章 アメリカ物語：一つの梗
概〔植民地アメリカと増大する苦悩，産業化の時代，第一次世界大戦と「大恐慌」，産
業管理の役割〕）， Ecker((10〕特に，補論C:人ロ・住宅センサスの調査事項 1790 
年~1970年）と各年の人ロセンサス報告（〔113〕～□32〕，特に職業報告），参照。
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まれない。このことは， 1870年と1880年のセンサスで既に実施されていたが，
1890年センサスでも継承された」とされている（〔11幻， p.75)。
1910年センサスでは，人口の経済活動の基本概念である有業者，職業の概念
規定と調査手順が明確化された。それは，「(1)調査された職業が，被調査者が，
医者，大工，服飾家，夜警，労働者，新聞売りなどとして，貨幣または貨幣相
当物を収得する実際に行われた仕事の特定の種類を最も適切に示す用語または
用語類である，か， (2)自己所得，か， (3)何もないもの（すなわち，無職），か」の
何れかであるとされた（〔119〕● p. 27)。
1930年センサスでは，「有業者」概念のもとで， センサスで「収入のある職
業」と報告した総ての者，通常一定の年齢制限以上(1930年では， 10歳）の者は，
有業者として算定される。 1930年センサスにおける調査員への指示，例えば，
職業調査にかんしては，次のように指示されている：
「記入は， (1)従事した収入のある職業…か，、 (2)何も無いもの（即ち，何等の収
入のない職業）…か， の何れかである。センサス用語での「収入のある職業」
("gainful occufation)は，それに従事している者が貨幣あるいは貨幣相当物を
稼ぐ職業，また彼が市場財の生産に参加している職業である。センサス目的か
ら解釈される「有業者」 (gainfulworker)の用語は， 単に一般的家庭労働や雑
用，かなり以前の他の労働において，賃金なしで自宅で家庭労働に従事してい
る，また他に雇用されていない婦人と家で働いている児童を含まない」（〔119〕，
p. 29)。
このように，一般に，有業者は収入のある労働に平常従事していた総ての者
を含み，その回答の関係期間には明確な限定（通常， 1カ年間）はなかった。 1930
年以前の人ロセンサスでは， 「概して， 調査時の雇用状態に関心が払われなか
った」し，その主たる調査目的は職業調査にあった(Hauser(17), p. 340)。
2) 告塾煮 この有業者方式の人ロセンサスでは，失業者の調査は付随的に
行われたにすぎない。失業者に関する調査は， 1880年センサスで初めて実施さ
れ， 過去 1年間の失業者数と失業月数（病気あるいは一時的仕事不能者を含む）が
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調査され（しかし，その結果は信頼性がないとして公表されなかった）， 1890年センサ
ス， 1900年センサスに継承された。
1890年センサスでは， 10歳以上の有業者を対象に， (1)平常の職業で失業した
月数， (2)いずれかの職業で失業した月数（この結果は現実の失業期間に関係する）
が，調査されたが，後者は公表に耐えられないとして，前者の回答のみが公表
された。それ故， 「これらの数字は， 収入のある労働の形態で失業した現実の
時間の長さを示すものではない」とセンサス局が説明している（〔1幻， p.136)。
それは，「人口の如何なる割合が，働く能力が無く， 働く意志が無く，常に仕
事を見いだせないことによって，いつも仕事を失っているかを示さない」と評
価されている（〔5幻， p.6)。
1900年センサスでは，失業者は「通常，有業労働に従事し，センサス年 (1899
年6月1日から1900年5月31日）のある期間に雇用されなかった者」であり，「そ
の統計は，被調査者が主に生計をたてている，または，かれらが時間のより大
きな部分に平常従事している職業と関連して，センサス年のある期間に，彼等
の通常の職業で，あるいは収入のある仕事の他の形態で，生産的労働者の異な
る階級がどの程度失業していたかを示すために，表示されている」と説明され
ている（〔1心， p.28)。
表2-2は， 1890年センサスと1900年センサスの有業者数と失業者数の総括
表である（〔5幻， p.8)。
3~ 1930年センサスは， 後の労働力方式を生み出す重要な材料を提供した
「失業調査」（〔117]〔118〕）を実施したが， それ以前に実施された失業にかん
する調査(1920年は実施されず）では， 「10歳以上の有業者が， 調査前年に失業し
ていた月数を述べるように質問されていた」が，それは， 「調査員が訪問する
前日の現実の失業」を調査した1930年センサスの結果と基本的に相違するもの
であったと評価されている（〔1⑰,p. 1)。
1930年の失業センサスに始まり，種々の試査をへて， 1940年センサスで初め
て正式に実施された労働力方式（現在の就業・不就業状態，すなわち 1週間の雇用・
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失業状態を調査対象）と対比すると， 有業者方式は，その基本的概念と方法，そ
のフレーム・ワークにおいて，多くのあいまいさを含んでいた。 ILO,L. N. 
（国際連盟）で国際基準とされ，また合衆国人ロセンサスで形成された有業者方
式の人ロセンサス・失業調査は，平常の就業・不就業状態を総体的に把握する
という特徴をもち，「構造的統計調査」としての意義を有しているが， 失業調
査としては，その調査目的が主に職業調査にあり，失業の調査事項が補足的に
設問されていたに過ぎない。有業者・無業者の分類では，労働供給の境界グル
ープ ("marginalgroups"), 特に女性と子供の取り扱い（たとえば，収入のある婦
人労働，児童労働を有業者に入れるか否か，農業，小企業における無給家族従業者の取り
扱い，等）が問題であり， 失業者の規定・分類では， 就業・不就業の長い期間
を対象としているので，無職，仕事を必要または希望している状態の諸条件の
規定にあいまいさがあり，失業者と休職者の区別，自発的失業と非自発的失業
との区別，失業期間の区別，等の失業の「客観的」基準が定められていなかっ
た。失業状態とその期間の判定は，回答者の主観的判断に委ねられていた。
1930年代における有業者方式から労働力方式への雇用・失業統計の「歴史
的転換過程」とその基本的概念と方法変遷と発展は， 本稿の続篇で考察され
る3)。
2-2 連邦労働統計局 (BLS)と東部・北西部諸州の雇用・失業統計調査
アメリカ経済は， 1817年， 1837年， 1857年， 1873年， 1893年， 1914年， 1921
年とその周期的恐慌の底を経過しつつ， 1929年に始まる1930年代初頭の世界的
大恐慌(TheGreat Depression)に直面したが， 10年毎の人ロセンサス（有業者
方式の調査のため，現実をアクチュアルに，かつ現時点の雇用・失業状態を把握できなか
った）をはじめ，労働統計局(BLS)の雇用・失業統計も， 連邦の失業者総数とそ
の構造を全面的に明らかにするものではなかった。 1930年代以前は，人ロセン
サス資料とならんで，東部・北西部諸州を中心とする失業調査とそれに関連し
3)有業者方式から労働力方式への「歴史的転換」にかんする文献は， 1章の注3)参
照。
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ての労働統計局の調査・資料が，主要な雇用・失業統計資料であった。
「産業革命」と工業化の進展というアメリカにおける資本主義の発展の先進
地帯であった東部・北西部諸州（マサチューセッツ，ニューヨーク，ペンシルバーニ
ァ，ミシガン，など）は， 19世紀後半の早い時期から， 産業調査や労働調査に取
組み，労働者・勤労諸階層の労働諸条件の諸統計（賃金，労働時間，生計費，等）
と就業・不就業状態の諸統計を公表している。 20世紀に入ると，その多くは，
連邦政府・労働統計局との協カ・共同関係の中で実施された％
労働統計局(BLS)は， 1884年の内務省労働局の創設， 1888年の独立の労働部
への昇格， 1913年の労働省の独立に伴って，創立された。労働問題にかんする調
査・研究，その情報収集への需要が増大し， 1915年以来，労働省の定期刊行物
として，「労働月報」 (MonthlyLabor Review,, 略称 MLR)が発行されるように
なった。雇用・失業統計にかんする数多くの調査・ 研究資料が， MLR誌上に
掲載された。 (MLR誌上の諸論文，諸資料については，文献リストのBLS関係，参照）
BLSは，独立の局への昇格と前後して， 資本主義の成熟， その資本と労働と
の基本的矛盾の深化，労働者の労働条件，生活条件の悪化・貧困化，それに対
抗する労働運動の昂揚という社会・経済状況を前にして，労働諸統計の整備・
向上に務め，雇用・失業統計の作成・整備・公表へとその活動を強めた5)。以
下，労働力統計生成の前期における雇用・失業統計の主要な作成・報告状況を
4)東部・北西部諸州の労働統計についての活動は， 19世紀後半の早い時期から始められ
ていた。 たとえば， マサチューセッツ州の労働統計局の活動は，（〔170〕~ (174〕），参
照。特に，この州の失業統計については， Keyssarの最新の研究（〔166〕）がある。
5)労働統計局の歴史的活動と労働統計の変遷については，次の文献，参照。初代労働統
計局長キャロルライト (CarrollWright)の優れた活動と労働統計の生成過程 (19世
紀中葉か•ら 19世紀末中心） を詳説した『キャロルライトと労働改革：労働統計の生
成」 (Leiby⑬2〕）， 第二次大戦後の 6代目労働統計局長クラーグ (Clague,E.)著
『労働統計局」〔6〕， 1985年に出版された「労慟統計局の百年 ELS 1884-1984年」
(〔16〕）が，その概説書である。20世紀初頭から1930年代にかけての ELSの活動につい
ては，〔60〕〔師〕〔89〕等を参照されたい。また 1903年から始まる「労働長官年次報
告」（〔133〕，労働省と商務省が分離・独立する 1913年までは，「商務・労働長官年次
報告」）にも， ELSの活動の骨子が報告されている。
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考察し，その基本的特徴を明らかにする。
(1) 失業統計の作成状況
1287 
BLSは， 1910年代から 1930年代初めにかけて， 東部・北西部諸州の統計機
関と協力しつつ，一連の失業調査・失業統計についての調査報告書を公表して
いる。それらの主なものには次のものがある。
1) 1913年の BLSの調査報告書『失業統計と雇用事務所の活動』（〔52〕）で
は，当時の失業統計の作成状況が報告されている。そこでは，失業統計の改善
のためには，「失業者の分類と各分類階級での失業（怠惰）の原因の分析」を必要
とするが，それが困難な問題であり，諸統計の基礎にある「失業」概念が不統
ーであることが指摘され，「この統計の性格の混乱を避けるため， この報告で
は，各種の統計の表示において，そこで使用されている「失業」あるいは「失
業者」の正確な意味を説明するように，留意している」とされている（〔5幻， pp.
5~6);, 
当時の失業者数にかんする統計情報として， 1.合衆国センサス報告， 2.第18
回労働長官年次報告における生計費に関する報告， 3.ニューヨーク州労働部と
マサチューセッツ州統計局から発行されたニューヨークとマサチューセッツの
労働組合員の失業報告， 4.American Federationist による労働組合員の失
業報告， 5. 1908年のロード・アイランドの失業者の州センサス， 6. 合衆国の
石炭鉱業における強制的怠惰日数を示す「地質調査報告」， が取りあげられて
いる。
2) 1916年の調査報告書「合衆国の失業』（〔53〕）では， 「1914~15年の冬期間
に，合衆国に存在する失業の総数について論議が重ねられた」が， 「比較基準
として利用しうる合衆国の信頼できる失業統計が，その時に無かったので，一
定の結論が導きだされなかった」（同上， p.5)ことに言及し， BLSが，失業諸
条件を明らかにするのに最も代表的な都市＝ニューヨーク市を中心に実施した
失業の諸調査の概要を説明している。 BLSは， 1915年 1月， 2月に実施した
ニューヨーク市の 104の市プロックに居住する全家族を調査対象とする失業調
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査に言及しつつ（この調査結果は， Bulletin172に収録されている），同年 9月に補
足調査された BLSの同市の失業調査，それに東部・中西部の16都市の失業調
査，ロッキー山脈・太平洋岸諸州の12都市の失業調査結果の概要が収録されて
いる。
3) 1922年の『産業の失業一その範囲と原因の統計的研究』（〔59〕）では， 従
来の調査から， 1) マサチューセッツ(1908~1922年，四半期別）とニューヨーク
(1904年~1916年の中期，月別）における労働組合員の失業に関する州の記録， 2) 
マサチューセッツ (1878~1921年，月別），ニュージャージ (1898~1918年，月別），
ニューヨーク (1914年以来，月別）とウイスコンスィー (1915~1920年6月まで，四
半期別，それ以後，月別）諸州におけるかなり長期間の賃金代帳上の工場従業者
の変動の記録， 3) 合衆国工業センサス (5年毎），合衆国労働統計局 (1915年11
月以来）， 合衆国雇用サービス局 (1920年1月以来）の諸統計における工場労働者
の雇用の変動についての連邦の記録， 4) 1885年， 1901年， 1912年の連邦政府
と州の特別調査を取りあげ，失業調査，失業統計の対象と方法についての総括
的調査研究をしている。
4). 1926年に公表された調査報告書『オハイオ州コロンバス市における
失業ー1921年から1925年ー 」（〔64〕この要旨は， MLR,Vol. 23, 〔63〕にも収録され
ている）は， 1921年の「失業に関する大統領諮問会議」の報告（〔55〕炉を受け
6) 1921年の「失業に関する大統領諮問会議」は，「(1)失業の最と分布の調査， (2)使用者，
地方当局と市関係機関によって適正に実施されるべき緊急施策の勧告， (3)事業と商業
を正常な状態に回復するための強制を与えるような施策の考察」を要請されて，組織
された。会議では， 12にわたる「緊急施策のプログラム」が検討された。そこでは，
まず合衆国全体で「3千5百万人から 5千5百万人」にのぼる様々な数の失業者が推
定され， その正確性が問題にされた（〔邸〕， pp.128~129)。会議は， 失業統計の
改善のために， BLSの工業統計（毎月発表されている賃金雇用者数とその賃金額に
かんする調査統計）のカバレッジを更に拡大し，運輸，商業，鉱業と採石を含めるこ
とと「マサチューセッツやニューヨーク州のよう に，有能な，信頼しうる州労働統計
局が存在する所では， BLSは，事業所から直接にデータを収集する代りに，そのよう
な州内のしかるべき局を通じて収集」すべきであると勧告している（同上， p.133)。
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て，オハイオ州コロンバス市で組織された「市長の緊急失業委員会」が中心に
実施した失業調査の報告書である。後述するように， 1921年から1925年にかけ
て実施されたこの調査は，州，市の失業調査の一つの典型としての意義をもっ
ている。
5) 1930年に公刊された調査報告書『1924年から1928年にかけてのオハイオ
における雇用の変動と雇用の変動によって測定された男性の失業』（オハイオ州
産業関係部労働統計部門編〔73〕。この報告書の要約は， MLR, Vol. 30, April, 1930に
・掲載された）は， 事業所調査の雇用変動による失業者数の推計の代表的事例を
なしている。
6) 1930年の調査報告書『1929年 4月のフィラデルフィアにおける失業の社
会的，経済的特徴』（ベンシルバーニア大学財政・商業ワートン学校，産業調査部編
〔76〕）は，失業の諸問題，すなわち失業の定義と範囲，失業の地域的，人種的
差異，失業と職業，失業と経済状態，失業と所得，家族の規模と失業，失業の
理由，失業期間について多面的に調査・研究したものであり， 「1930年失業セ
ンサス」につながる重要な資料をなしている。
この他， BLS,州，市，労働組合などの各種の失業調査が実施されている匹
(2) 失業者の調査・推計方法
1921年 9月に公表された「失業にかんする大統領諮問会議」報告によると，
各種の推計の末，当時の失業者数は， 3.5百万人~5.5百万人の間にあると推計
された。会議の失業統計にかんする委員会が， 「失業の緊急性についてのミー
ティングの最初のステップは， その範囲と性格を十分に知ることであるが，
7) 1910年代から20年代にかけてのその他の雇用・失業統計には，次のものがある。 1911
年のマサチューセッツ州「雇用事務所調査についての委員会報告』（〔174)).1916年の
調査報告書『ボストン市のデパートと小売店における婦人の失業』（〔54)).1921年の
「金属鉱業の失業」（〔5的）， 1928年1月のバルチモア市の失業調査 (MLR,Vol. 26, 
1928),1928年の『1921年から1927年にかけてのペンシルバーニアの雇用変動』（〔190〕），
1929年5月のシンシナティ市の失業調査と 1929年1月のバッファロー市の失業調査
(MLR, Vol. 29, 1929) (〔68〕），などがある。
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この会議は，無職者数の正確な推計のために必要なデークなしに，それをしな
ければならないことがわかる」と報告したほど利用しうるデークは不十分なも
のであった。以下， 1910年代から20年代にかけての代表的な失業調査，失業者
数推計の方法の概要をみよう。
1) 失業者数の推計ーBLS『産業の失業」（〔59〕）
「失業の測定方法」は主に二つの方法があるとされる。「(a)労働組合によっ
て報告された失業者数の時間的変動と(b)全産業の総計で，また特定の産業別毎
に考察された，工場の従業員名簿上の従業者数の時間的変動」の測定である。
しかし，「実際には．，標準的な年での国中の絶えず仕事がない者の平均数を近
似的に正確に推定するためには，全体として失業にかんするデークが，合衆国
では大変不十分である」ことが指摘されている（同上， p.8)。
同報告では，不十分ながら利用しうるデータとして，上記の四つの代表的な
調査資料を検討している。
a)失業者数を把握する試みの直接的方法一組織された賃金労働者の失業
労働組合から州の労働・ 産業部への失業報告は，例えばマサチューセッツ州
の場合， 1908年から1921年の各四半期末の仕事を失った組織された賃金労働者
数を表示している。それは， 1921年だと，「約25万人，州の賃金労働組合員の
総数の約75%を含んでいた。これは，州全体の組織された賃金労働者の典型で
あるに十分な割合であると信じられる」と評価されている。
この労働組合の失業統計では，失業の原因についても報告され， 1) 仕事の
不足（材料の不足も含む）， 2) 悪天候， 3) ストライキあるいはロックアウト，
4) 働く能力がない， 5) その他の原因による失業が表示された。自発的失業
と非自発的失業をどの原因で区別するのかは明確でないが，本来の非自発的失
業とみなされる「仕事あるいは材料の不足による平均的失業（労働不能者や労働
争議中の者は除く）は， 1908年から1921年にかけて，各年の約8.8%,近似的に
26労働日であった」とされている（同上， p.9)。
b)失業者数を推計する間接的方法一従業員名簿の従業者数の変動からの推
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計
この方法は，種々の「従業者」（雇用者）にかんする調査資料に基づいて，州
・市，あるいは国家的規模での従業者数の月別変動（代表的産業，または全産業）
を表示し，各年次の最大雇用月と最小雇用月との従業者数の差を失業者数とし
て推定する方法である。
上記の (2)各州の代表的工場の賃金労働者数の変動， (3)合衆国産業センサス
(5年毎）や BLSの連邦レベルの代表的工場の賃金労働者数の変動，等がその
資料である。
c)失業の記録と調査の総括
表2-3は，「労働無能ヵと労働争議を除く， 労働と材料の不足による産業
賃金労働者の失業日数にかんする幾つかの調査」をまとめたものである。
これらの総ての数字は，「おおよそ共通点に集中しており，平均的賃金労働
者が，非自発的失業によって年にほぼ30日以上，あるいは可能な最大労働時間
の約10彩を失っていることを示しているように思われる」と評価されている。
しかし，また「この平均が通常の職業以外の産業活動において臨時に確保され
る偶発的雇用を正しく評価していない，従ってこれらの数字が現実の失業を表
現していないという理論に関して，この点についての決定的データが不足して
いる」とも評価されている（同上， pp.22~23)。
労働組合の失業統計は， ILOの調査・研究で指摘されていたように，その
組織率（産業別で相違するが）の低さから，その代表性に多々問題があるが，四半
期別の失業統計して州レベルの失業資料として重用された。特に，マサチュー
セッツ州では， 1908年以来継続的に報告されており，失業の諸原因を示す資料
として重視された（この点にかんする最近の詳細な研究に， Keyssarの研究〔166〕が
ある）。
種々の資数による雇用者数の時間的変動からの失業数の推定（失業者数号月別
最大雇用者数一月別最小雇用者数）は，その推定方法の概括性（簡易性）と雇用統計
の信頼性・正確性（調査される産業雇用者の調査単位，標識などの規定の問題とカバ
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表2-3 年平均失業の総括表
含まれる 全す均カバ就時る業年間ー者間失されにの業対平者た
記録または特別調査 年 人々の階級
人．数
% ¥ 働日い数た
マサチューセッツ労働・産部業 1908年 100,000から 労働組合員 8.8 26 
I) I 296, 9172) 
1921年
合衆国労働長官8) 1901年 24,402 33州の世帯主 9.3 28 
合衆国労働統計局4) 1910年 90,757 鉄鉱業労働者 9.6 295) 
ニュハンプシャー労働局6) 1915年 . 6,000 労働組合員 9.6 29 
マサチューセッツ労働統計局7) 1885年 816,470 全有業者 10.0 30 
ニューヨーク労働統計局8) 1904年 96,075から 労働組合員 16.2 49 
I 192,613 1916年
平 均 { 以1,上250,000 （約10I {約30
（注） 1)マサチューセッツ労働統計局年報， 1908年~1919年；マサチューセッツ雇用
四季報， 1919年；マサチューセッツ産業評論 (MassachusetsIndustrial Re-
view), 1920年と1921年。
2) 1921年1月1日。
3)合衆国労働長官第18次年報， 1903年。
4)合衆国鉄鉱業の雇用条件に関する報告，文書 No.110, 62議会，第1会期，
皿巻 21,214ペー ジ。
5)事故による休みの4日と病気による1.5週が控除された7週。
6) 1年半， i915年：ニューハンプシャー労働局隔年報， 1915~16年， 13巻， 26
ペー ジ。
7)マサチューセッツ労働統計局18次年報，ボストン， 1887年， 294ペー ジ。
8)ニューヨーク労働部：労働局報告， 1897年~1912年； 1914年の組織された賃
金労働者の失業；特別報告69; 1904年から1916年のニューヨークの雇用過程，
特別報告85。
（出所） ELS 〔印〕， p.22. 
レッヂの問題，等）から，その推定絶対値には問題があり，失業の時系列的変動
の一つの指標としての意義しかないと言えよう。
2) 特別失業調査（調査統計）ー「オハイオ州コロンバス市の失業 1921年か
ら1925年』（〔64〕）
1910年代の BLSのニューヨーク，その他の都市の失業調査の経験の積重ね
286 
「雁用・失業統計の生成」（岩井） 1293 
の上にたち， また 1921年の「失業に関する大統領諮問会議」の報告6)を受け
て，オハイオ州コロンバス市で，「市長の緊急失業委員会」が組織され， オハ
イオ州立大学に「選択された地域の世帯調査」による失業調査実施への協力が
要請された。 この失業調査は， 州，市レベルの失業調査の代表的なものであ
る。
（イ） 調査の概要
a 調査対象 調査対象人口は， 1920年センサスと対比して， 「コロンバス
市の18歳以上の総男性有業者の 9分の 1以上， 18歳以上の女性有業者の12分の
1以上」をカバーしていた。それは， 「市の給与取得人口の公正な標本」とな
るように，調査地域が選択された結果である。
b 調査事項（調査標識） 1925年の失業調査表（表2-4)にみられるように，
「現在または過去の定期的雇用」，「今雇用されている者」（フルタイム，パートタ
イム），「今失業している者」（失業の週，失業の理由）の調査事項が， 世帯毎に調
査員によって直接調査された。
c 調査時期 1921年~1925年各年のほぼ10月の最後の週
（口） 調査結果の概要
人種別，産業別の詳細表は割愛し，失業期間，失業原因（理由）の総括表のみ
を示すと，表2-5,表2-6のとおりである。
この失業調査の目的，役割として，「この種の研究シリーズの大きな価値は，
雇用の安定と経済・社会条件の改善を目指して， 産業・社会計画の基礎とし
て， 可能な限り平常の雇用条件と雇用の変動を考察することにある」とされ
ている（同上， p.31)。調査される失業者は， その失業理由により， 不景気労働
(slack work~不況などの経済的理由による怠惰な仕事）， ストライキ， 高齢または
退職，その他のクラスに分類される。不景気労働による失業が最も年次別変動
が大きく，高齢・退識による失業が次第に増大していることが示されている。
この失業調査も，人ロセンサスと同様に，一定の収入のある有業者を対象に
しており，調査期間は 1週間でも，過去 1か年の平常の就業・不就業状態を明
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表2-4 失業調・査表
様式 2195 
地域＿―-------------
家屋 No.街(Street)____________________________―一＿ 訪問者＿―-----------------・
世帯主 I 
との性
関係
ー
人
フ□門口失業
種 I雇用主 I産業 I職業 1タイムタイム週 I失業の理由
2 I 3 
現在または最後の雇用
? ? ?
7 I 8 I 9 10 
a世帯主・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・:・・・・・・・・・・・・・・・1・・'・ ● ー..ー 1···········1···•·······-1-·•····················
.!:> ... ―................. l ..l ., ................. 1・・・・・・・・・・・1-・・・・・・・・・・・1・・・・・・・・・・--1-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
g―・・・・・・・・ ―.... , •....... [. 響ー―..........., .. → ........ [ ..... 争.........[ ............ , ........... , •...... ―.. , ........... . 
?
?
J ...... , ..., — ····••l••······················••l••···········l•············•·l•••········l•···········l···········I·········、············ ・
平常雇用されていない女性を除く18歳以上のすべての者のリスト。 native-bornがコラ
ム3に入れば， "N.W.", native whiteであれば， "N.C."と修正，記入； forinborn 
ならば， Germanなら "Ger.", Hebrewなら "Heb.",Italianなら "Ital.',Magyar 
(or Hungarian)なら ''Mag.",Polish なら "Pol.",Slovakなら "Slov.",その他の
forin bornなら "Other"と記入。パートタイム雇用者ならば， 近似的な労働時間部分
を表示するコラム 8に。失業ならば，コラム 9に，常用雇用以来の週の数を記入。
? ? ? ???
失業調査，オハイオ州コロンバス市， 1925年
（出所） BLS(〔糾〕， Appendix,p. 33) 
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表2－5失業期間
〔失業期間にかんして報告した者だけを含む〕
失業者数 総数のパーセント
性別と失業期間
Ⅲ年|192211923192411921Ⅲ年|19221 19231 19241 192'
男
2週間以下
2～4週間以下
4～10〃
10～20〃
20～30〃
30～40〃
40～52〃
52週間以上
計／△ロ
女
2週間以下
2～4週間以下
4～10〃
10～20〃
20～30〃
30～40"
40～52〃
52週間以上
計，△号口
両性
2週間以下
2～4週間以下
4～10"
10～20"
20～30〃
30～40〃
40～52．〃
52週間以上 ：
，へ 計ロ
80
145
171
108
72
21
15
111
83
98
226
160
147
209
86
215
68
84
95
166
53
14
14
196
125
108
118
38
16
8
10
213
6．8
8.0
18.5
13.1
12.0
17.1
7．0
17．6
9.9
12.2
13.8
24.1
7．7
2．0
2.0
28.4
19．7
17．0
18．6
6．0
2．5
1．3
1.6
33.5
11.1
20.1
23.7
14.9
10.0
2．9
2.1
15.4
11．3
17．7
16．8
9．5
5．0
1．9
1.1
36.7
93
146
139
78
41
16
9
303
ﾄ
､、
1,22416901 6361 72：’ 825110M1lOM1lOOO|川0110M
14.5
27.3
23.6
16.4
7．3
1．8
3．6
5．5
???????????? ??????? ??????????? ????????
??
??????
?
9．0
8.3
32.3
17.3
11.3
4．5
3.0
14.3
34.2
17.7
15.2
10.1
3．8
3．8
2．5
12．7
13.8
24.1
26.4
14.9
7．0
2．3
1．1
10．3
18.8
16.1
30.4
11.6
2．7
1．8
21 18.8
1331 ‘5 1 ’791 ＄7 1 ]1211000110001川01川011川
92 114 7．0 10．2 21．311．412．2
166 164 8．0 13．3 17．1 20．517．5
194 17319．814．518．223．918．5
121 91 13．523．5 6．4 14．9 9．7
78 44 11．9 7．7 2．7 9．6 4．7
23 1815．82．0 1．5 2．81．9
16‘ 9 6．6 2．1 1．7 2．0 1．0
120 32417．226．731．214．834.6
8,019371,00_O|,0001,0001,0001,0QO
30
46
10
(出所) BLS([64],p.11)
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表2-6 失業理由
〔失業理由にかんして報告した者だけを含む〕
失業者数 総数のパーセント
性別と失業理由
1921年I1922 I 192311924 1925 11921年I192211923 1924. 1925 
男
ストライキ 153 3 2 19.5 0.4 0.2 
不景気労働 992 219 253 452 343 79.4 28.0 37.5 55.5 40.8 
病 気 164 257 221 191 255 13.1 32.8 32.8 23.5 30.3 
老齢または退職 91 145 169 134 198 7.3 18.5 25.1 16.5 23.5 
そ の 他 3 ， 28 35 45 0. 2 1.1 4.2 4.3 5.4 
ムロ 計 1. 250 783 I 6741 8141 841 100. o 100. o I 100.o I 100.o 1100. o 
女
不景気労働 87 19 29 39 60 56.5 30.6 36.3 43.3 53.1 
病 気 38 31 34 27 42 24.7 50.0 42. 5 30.0 37.2 
老齢または退職 29 10 8 10 7 18. 8 16.1 10.0 11.1 6.2 
そ の 他 2 ， 14 4 3.2 11. 3 15.6 3.5 
ムロ 計 154 I 62 1 80 90 113 100. 0 j100. 0 j100. 0 j100. 0 j100. 0 
両性
ストライキ 153 3 2 18. 1 0.4 0.2 
不最気労働 1,079 238 282 491 403 76.9 28.2 37.4 54.3 42. 2 
病 気 202 288 255 218 297 14.4 34.1 33.8 24.1 31. 1 
老齢または退職 120 155 177 144 205 8.5 18.3 23.5 15.9 21. 5 
そ の 他 3 11 37 49 49 0.2 1. 3 4.9 5.4 5. 1 
ムロ 計 1. 4041 845 1 754 1 9041 954 100. o 1100. a 100. o 1100. o 100. o 
（出所） BLS(〔糾〕， p.14) 
らかにしようとするものである。したがって，調査された失業者は，有業者方
式のあいまいさを含んでいるが・,人ロセンサスと比較して，失業理由がより詳
しく調査されているという「構造的把握」の面で評価される。これらの諸都市
の失業調査は，調査方式の差異があるが，就業・不就業のより詳細な調査とい
う面で，後の1930年「失業センサス」の設計・実施に繋がる材料を提供してい
ると評価される。
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「むすび」にかえて
以上， 1章で雇用・失業統計の生成と展開の概要， 2章で雇用・失業統計の
生成過程を，その国際的展開(ILOの活動）過程を背景において，アメリカの事
例を中心に，その基本的概念と方法の特徴を考察した。
労働力統計生成前期の雇用・失業統計は，アメリカでは， 1) 有業方式の合
衆国人ロセンサス (10年毎）と州・市レベルの失業特別調査， 2) 各州で収集さ
れた労働組合員の失業統計， 3) 合衆国 (BLS),州・市レベルの産業調査，事
業所調査（雇用者数の時間的変動）からの失業者数の推計， などが主なものであ
った。本稿で考察したように，人ロセンサスは，平常の就業・不就業状態につ
いての調査であり，失業統計としては，その概念規定と調査方法に問題を多く
含んでいた。また時系列統計として利用された労働組合の失業統計も組織され
た組合員のみの失業統計であり，雇用者数の時間的変動から推計された失業者
数も，その測定方法そのものに問題があった。
これらの人ロセンサスやその他の雇用・失業統計資料に基づく合衆国失業者
数の推計（労働力方式との対比において）は種々試みられているが8), その代表的
な事例は， Lebergottの推計（〔31〕）にみられる。
種々の資料から推計された結果は，表2-7(同上， p.218)に見られるように，
かなりの幅で差異がある。 1930年以前には，合衆国の失業者数について信頼し
うる客観的な調査・ 推計値がなかったことがわかる。
8)労働力方式を基準とする合衆国失業者の推計には以下のものがある。 Ducoff(〔7〕），
Durand(〔幻〔9〕），Lebergott(〔31〕）・Long(〔糾〕），Buncroft(〔3〕）とセンサス局の
推計（〔129江130江131〕），その他（〔135〕），等。また1930年以前の失業者推計を，労働
運動史との関係で言及している研究として， Leab,D. J. (ed) The Labor History 
Reader (〔168〕，特に13,14章）と Forner,History of the Labor Movement in 
the United States, Vol. 4 (〔1羽〕）， Vol.5 (〔138〕）があり，失業救済史の中で研究し
ている文献として， Feder,Unemployment Rei該fin Period of Depression (〔136〕）
がある。
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表2-7 1900年~1930年の幾つかの失業推計 (Lebergott) (単位1,000人）
Lのebe推rgo計t 
Brookmire Hart Weintraub NICB Douglasa Carsonb Givens• Economic (%)d （彩）°Service 
年 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8). 
1900 1. 420 1,647 755 
1901 710 1,721 584 
1902 800 500 566 14.1 
1903 800 1,523 609 9.3 
1904 1,490 1,430 883 11. 5 
1905 1,000 621 622 9.3 
1906 280 -143 577 5.5 
1907 600 756 695 6.0 
1908 '2,960 2,296 1,654 14.8 
1909 1,870 719 925 8.6 
1910 2,150 553 774 ゜6.5 1911 2,290 1,571 1,025 496 10.8 1912 1,960 920 775 ゜9.6 1913 1. 680 1,018 936 267 9.3 1914 3,110 2,214 1,899 2.0~7 15.8 
1915 3,840 2,355 1,822 1,479 16.0 
1916 1,920 187 774 112 7.1 
1917 1,920 -1, 933 774 ゜4.7 1918 560 ~3, 099 7-19 58 1919 950 - 870 880 75 
1920 1,670 558 938 2,.695 1. 401 ゜ 6 1921 5,010 4,754 2,913 6,085 4,270 3,653 25 1922 3,220 2,917 2,338 4,595 3,441 2,567 22 
1923 1,380 749 1,010 2,880 1,532 ゜ 11 1924 2,440 2,034 1,506 3,665 2,315 1,390 13 
1925 1,800 817 1,120 2,855 1,775 387 13 
1926 880 464 962 2,080 1,669 ゜ 11 1927 1,890 1,620 2,380 2,055 1,466 12 1928 2,080 1,857 2,575 13 
1929 1,550 429 1,910 10 
1930 4,340 2,896 4,825 19 
（注） a. 工業運輸，建設，鉱業における失業 b. 賃金・俸給労働者の失業
c最小失業 d. 非農業労働者の割合としての失業
e. 労働饂の割合としての失業
（出所） コラム (2) Economic Alma叩 c,1953-1954, National Industrial Con-
ference Board, 1953, pp. 422-423; コラム (3)Pual Douglas, Real Wages 
切枷 UnitedStates, 1890-1926, Houghton Mifflin, 1930, p. 460; コラム
(4) Daniel Carson, "Labor Supply and Employm切 t,"WPA, unpublished 
study, 1939, p. 357; コラム (5) Meredith Givens, in Recent Economic 
Changes切枷 UnitedStates, National Bureau of Economic Research, 
1929, Vol. I, p. 478; コラム (6)Brookmire Service, quoted in ibid., p. 
468; コラム (7)Hornell Hart, Fluctuations切 Employ加 9成切 oft加
珈 itedStates 1902 to 1917, Trounstine Foundation, 1919, p. 48; コラム
(8) David Weintraub, Technological Tr卵 dsand National Policy, ・National 
Re!il()urces Committee, 1937, p. 70. 
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1929年から30年代初めにかけての世界的大恐慌 (TheGreat Depression)の勃
発と大量の失業者の排出は， 1章で見たように，アメリカでは，従来の雇用・
失業問題に対する認識と政策の反省と雇用・失業統計の再検討を緊急な課題と
させ，政府関係機関，各州，労働組合関係，研究者などの調査・研究，討論の
場を広げさせた9)。議会でも，商務委員会で「合衆国の失業」問題が審議され
た（〔201),1930年3, 4月）。
これらの検討から， 1930年センサスで，労働力方式生成の基礎となった「失
業センサス」が実施され，その結果も踏まえて， 「雇用にかんする大統領諮問
委員会」が 1930年 10月に組織され，雇用・失業統計の全面的な検討が行なわ
れ， 1931年，同委員会の「報告書」が発表された（（〔74耳75〕〔竹〕〔78〕））。そこ
では，雇用統計（工業，非工業）と雇用指数の改善の勧告がおこなわれるととも
に，雇用指数の変動からの雇用・失業状況を判断する限界が指摘され，失業者
数の推計誤差を検定するためにも， 包括的な人ロ・失業センサスが必要であ
り， 1930年 4月に実施された「失業センサス」（現在の就業・不就業状態， 3条件
で規定される失業者の把握を目的とする労働力方式形成の重要な経験・素材になった）の
｀継続的調査をセンサス局に強く勧告されている（〔78),PP, 10~11)。
1930代におけるニューディール期の雇用促進局 (WorksProgress Aaministra_ 
tion)の失業救済と失業調査， それと関連して実施された BLSとミシガン，
ペンシルバーニア等の諸州の失業調査の試行経験をへて形成された労働力方式
の雇用・失業統計，その最初の適用である1940年センサスの実施にいたる「有
業者方式から労働力方式への歴史的転換過程」の考察は，続稿の課題である。
9) 1929年から30年代初頭にかけての失業問題，失業統計についての論議は，次のものを
参照。議会関係（〔201〕⑫02)),BLS関係（〔74)〔祁〕，〔76〕~[78〕,〔207)),1930年セ
ンサス（失業センサス）関係（〔5〇〕〔69〕〔四〕〔205〕），失業救済・失業保険関係mo〕
〔8〇〕〔91〕），労働組合関係（〔72)〔8釘〔90〕），その他〔66〕[71〕〔1幻〔14叩〔167〕
〔191〕，等。
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